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はじめに

　中部圏は、我が国のものづくり産業の中心地として発展してきまし

たが、IoT（Internet of Things モノのインターネット）、AI（artifi cial 
intelligence 人工知能）といった新たな技術革新時代を迎え、次世代の産

業を新たに構築していくことが喫緊の課題となっています。

　このような中、当財団が 2018 年 4 月に発表した「名古屋大都市圏ハー

トランドビジョン」において提言したように、既存産業を高度化させると

ともに新たな産業を推進するためには、それを担う人材の育成が大変重要

であり、大学をはじめとする高等教育機関だけでなく、産学官連携して取

り組むべき課題であります。

　そこで、当財団において、2018 年度に「産学官連携高等教育研究会」を

立ち上げて、産業界・地域と高等教育機関の方々に委員にご就任いただき、

ともに求め目指す人物像そして高等教育機関の教育・育成の方針と内容に

ついて検討を進め、本報告書として取りまとめ、広く提言するものです。

　同研究会の検討と報告書の内容は、中部経済産業局が事務局として検討

している東海産業競争力協議会における「Society5.0」の実現に向けた東

海地域の産業競争力強化戦略の策定に際して、適宜活用いただくこととし

ております。

　なお、産学官連携高等教育研究会の委員・オブザーバーの皆さま、そし

てヒアリング等をお願いした方々に、多大なるご協力・ご支援を賜りまし

たことに心より感謝申し上げます。

　　　　　　　　　　　　　　　　2019 年 4 月

公益財団法人 中部圏社会経済研究所
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　産学官連携により高等教育のあり方を検討するにあたり、社会や地域そして人材に関する背景は、

以下のとおりである。

　　（東海産業競争力協議会事務局が各機関の報告書等をもとに整理した項目を参考に事務局にて作成）

○東海地域の優位性の低下

・ 自動車のＥＶシフトや自動運転の進展等により、従来の構成部品は大きく変わり、中部圏外部

からの調達の割合が増えるなど、サプライチェーンの地理的範囲に変化が表れている。

・ ものづくりのモジュール化が進み、輸送用機械、電気機械、産業用機械などで中部圏が得意と

していたすり合わせ技術の優位性が薄れている。

○新たなビジネスの創出

・ 異分野の人や企業が「交わり」、「つながる」柔軟なネットワーキングの中から、新たなビジネスソ

リューションを創出していく必要がある。

○第四次産業革命への対応

・ 自動車の自動走行などの新技術の社会実装を通じ、新たな経済社会システム構築が必要となる。

・ 中核となる IT人材の育成が必要となる。

・ 中小企業においても、自社製品、事業運営方法、業態を見直す必要があり、IT やAI に関する

リテラシーの向上が必要であると考えられる。

○就業構造の変化への対応

・ 生産工程などへのAI・ロボット導入に伴う就業者の減少や、新たな就業ニーズが生まれる職種

への対応が必要となる。

・ 社会や産業構造の変化に対応するため、社会人の学び直しの機会を創出する必要がある。

○多様な人材の活躍

・ 少子高齢化の進展による労働力人口の減少により、外国人雇用の拡大や女性や高齢者の活躍

推進が求められる。

（参考）

・ 当財団経済レポート No.20-11 によると、経済成長率を維持（1995 年度から 2014 年度までの

平均 1.4％で推移）するのに必要な労働力に対し、女性や高齢者の労働力化を考慮しても、東

海三県の労働力人口は、2030 年に 37 万人不足、2040 年には 82 万人不足すると試算している。

女性や高齢者の労働力化が図られても、2040 年には 30 万人不足すると試算している。

※１  「第５期科学技術基本計画」（2016 年１月閣議決定）の中核コンセプトとして Society5.0 を

掲げ、「未来投資戦略2017―Society5.0の実現に向けた改革―」（2017年６月閣議決定）では、

Society5.0 の実現を「わが国の中長期的な成長を実現する鍵」と位置付けている。

　　（Society5.0とは）

　　 ・ 狩猟社会、農耕社会、工業社会、情報社会に続く５番目の社会

　　 ・ IoT、AIの活用等によってサイバー空間と現実空間が融合した「超スマート社会」

　　 ・ 情報技術に加えて健康長寿、気候変動など人類の難問解決を目指す重要技術の進展等が

見られる社会

　　 ・ 人間中心の社会
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　　（参考：国土交通省　スーパー・メガリージョン構想検討会中間とりまとめ）

○ リニア中央新幹線の開通により、三大都市圏が一体化し、世界を先導するスーパー・メガリージ

ョンが形成され、以下のことが期待されている。

・ リニア中央新幹線による劇的な時間短縮により、フェイス・トゥ・フェイスコミュニケーションの

機会が増大し、新たなイノベーションが生み出される。

・ 世界からヒト、モノ、カネ、情報を引き付ける。

・ リニア中央新幹線による劇的な時間短縮とIT/AI等の進展により、「時間」と「場所」から解放され、

新たなビジネススタイルやライフスタイルが生まれる。

・ 災害リスクへの対応がすすむ。

　　（参考：「大学への進学者数の将来推計について」中央教育審議会大学分科会将来構想部会 2018.2.21資料）

・ 全国の 2017 年の 18 歳人口は、ピークであった 1992 年の約 205 万人から、約 120 万人まで

減少している。大学進学者数は、大学進学率の大幅な上昇もあり、1992 年の約 54 万人から、

2017 年は約 63 万人と増加している。

・ 将来構想部会の推計によると、18 歳人口は 2030 年に約 105 万人、2040 年には約 88 万人ま

で減少するとしており、大学進学率の上昇を考慮しても、大学進学者数は 2017 年をピークに減

少を続け、2030 年に約 59 万人、2040 年には約 51 万人となり、2018 年比で約 80％の水準に

なるとしている。

・ 東海三県で見ると、2017 年の 18 歳人口は約 114 千人で、大学進学者数は約 57 千人、東海三

県の大学への入学者数は約 51千人となっており、東海三県外への流出超過（約 6 千人）となっ

ている。

・ 同推計で東海三県の 2040 年の 18 歳推計人口は約 83 千人、大学進学者数は約 44 千人、東

海三県の大学への入学者数は約 40 千人となっており、全国同様、2018 年比で約 80％の水準

になるとしている。
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　産業界・地域が求める学生の人材像について検討するにあたり、日本経済団体連合会および中

部経済連合会のアンケート結果を参考にした。

（実施期間：2017 年 12 月上旬～ 2018 年 2 月上旬。回答数：443 社。）

　日本経済団体連合会（以下「経団連」）のアンケート結果によると、学生が身につけていること

を特に期待する素質、能力、知識については、文系・理系では大きな差は見られず、いずれも『主

体性』『実行力』が１・２位を占めている。また、経団連の前回調査と比べて、文系・理系ともに『課

題設定・解決能力』が高い順位（3 位）となり、理系では『創造力』が上位（4 位）になっている。

これについて、「IoT やビッグデータ、AI 等をはじめとする技術革新が急速に発展する中、指示待

ちではなく、自らの問題意識に基づき課題を設定し、主体的に解を作り出す能力が求められてい

ることが示された。」としている。

　また、論理的思考力や意見の発信・傾聴力、情報活用能力、外国語傾聴力なども一定のポイ

ントを得ており、基本的な能力に基づく課題解決能力等が求められていることがわかる。

　「社会性」について見ると、文系では非会員企業では３位であるのに対し、経団連会員企業では

８位、理系では非会員企業では３位であるのに対し経団連会員企業では 10 位と、顕著な差が見

受けられる。経団連会員企業ではより具体的な資質、能力知識を明確に求めるようになっている。

（実施期間：2015 年 6月下旬～ 2015 年 7月下旬。回答数：196 社。）

　中部経済連合会（以下「中経連」）が 2015 年度に実施したアンケートによると、企業が若手社

員（30 歳程度までの社員）に求める素養・能力については、「コミュニケーション能力」「協調性・

チームワーク」「実行力・行動力」の順に強く求めるとする回答が多い。
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　また、企業が若手社員に求める素養・能力と実態とのギャップについては、「メンタル面の強さ」、

「忍耐力・我慢強さ」、「コミュニケーション能力」の順に、ギャップが相当あるとの回答が多くな

っている。

（実施期間：2017 年５月中旬～ 2017 年 6月上旬。回答数：210 社。）

　中経連が 2017 年度に実施したアンケートによると、若手社員の基礎学力について、全く不安

を感じないと回答した企業は約 2 割にとどまっており、不足感を感じる分野では「文章作成・記

述力」が突出しており、次いで「社会の仕組み」「外国語能力」となっている。技術系若手社員

では、約 4 分の1の企業が、「工学系の知識（物理・化学等）」と回答しているのが目立つ。
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　同じアンケートにおいて、「自立自走型人間」に必要な能力については、「論理的に思考し問題

を解決する力」「本質を探究する力」「得た知識を応用し高めていく力」の順に回答が多い。また、

自立自走型人間の育成において、必要な学校教育に関しては、「課題を認識し、解決する力を高

める教育」「画一的・均質ではなく、探究心や創造力を育む教育」「失敗を経験させ、成功に導

く教育」の順に回答が多くなっている。

　「尖った人材」の必要性については、「必要性を感じているが、確保・育成等の動きには至って

いない」との回答が半数を超えるが、25% の企業が、尖った人材の確保・育成に取り組んでいる。

また、尖った人材の育成において、必要な学校教育に関しては、「多様性を理解し尊重する教育

の拡充」「学びたい分野、興味がある分野を尊重した進路指導」の順に回答が多くなっている。
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・ 自ら課題を見つけ、行動し、解決できる人材や、グローバルを含め踏み込んだコミュニケーショ

ンができる人材。

・ 外に目を向けられる人材は、自ら行動する能力にも長けている。外に興味・関心を持って、自

ら出向く行動力のある人材。

・ 商品開発においては、柔軟な創造力と、発想力（本当にユーザーが何を求めているのか等）

が必要。

・ すぐに正解を求める学生が多い。学力もあり、思考力もあり、理解力もあるにもかかわらず、

考えることを放棄しているのは非常にもったいない。

・ 論理的な思考、文章や資料作成能力は仕事で役立つ。

・ 主体性や実行力は、会社に入ってから成長できるもの。最近は発信力や柔軟性、そしてコンプ

ライアンスの観点から規律性。

・ 語学を一ツールとして何をやったか、やりたいのか、アピールできるくらいになるとよい。

・ IT 活用は日常に重要な経営課題。労働力の補完、情報セキュリティ、新ビジネス展開等に向け、

IT人材が企業規模を問わず必要となっている（参考１）が、新卒、キャリアともに採用には苦戦。

IT/AI が専用でない学力が IT/AIを学び、育成ができるとよい。

・ ITスキル（パソコンのフルキーボードのブラインドタッチは必須）、リテラシーを学習して社会

に出る環境、そういう準備が必要になってきている。

・ 新ビジネスの展開に向け、IT の活用は日常に重要な経営課題。新卒もキャリアも情報系、IT/
AI を使える人材の採用を強化しているが困難な状況。人材育成が社内教育でも追い付かず、

自前での教育が難しいとなると外部との連携が必要。

・ IT/AI 人材はグローバルに採用がバブル化しており、賃金水準が新卒で 1,000 万円台が普通と

いう状況であり、一律の手法では対応できない。ただし、IT/AI のトップエンジニアだけを求

めているわけではなく、IT/AIを使いこなせる人材を必要としているが、愛知県の就職希望者

が非常に少なく、新卒学生の 4 割以上、AI 領域ではキャリアの 8 割が関東圏での就職を希望

しているというデータもある。
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〔参考１〕IT/AI 人材によって解決したい課題、人材の活用シーン

・ IT による情報漏えい、サイバー攻撃からの防衛。

・ 生産の効率化等への対応やロボットによる自動化、AI などの技術を用いた新技術開発、社内

ITインフラの導入・保守、既存業務のデジタル化による改善及び改革による顧客へのサービス

利便性の向上など。

・ ICT 技術を活用した柔軟な働き方の促進（サテライトオフィス、テレワークの導入、RPA
（RoboticProcessAutomationロボットによる業務自動化）の導入）。

・ ソフト開発の生産性向上に向けた標準化推進、シミュレーション環境の構築・ペーパーレス化、

オフラインサービスの拡充。

・ 画像認識の活用やロボットによる定形対応。

・ 活用シーンでは、「つながる化」に伴い、顧客、取引先を含めた全体設計が重要。また、自社

による取組（グループ会社含む）と外部リソースの活用・他者（教育機関含む）連携などを使

い分け、将来的には幅広い部署におけるデジタル人材の活躍推進が想定される。

※ IT/AI 人材を考える上で、産業構造審議会資料を参考とした。

〔参考 2〕第 4 次産業革命の下で求められる人材（産業構造審議会総会 2018 年 5月）

・ 働くことをもっと早く意識し、そのために学生時代に何をすべきなのかを考え過ごしてほしい。

いわゆるキャリア教育に対し、企業も協力していきたい。

・ ものの考え方、そこに到達するまでのプロセス、論理的な思考などをしっかり学ぶこと。

・ 海外のビジネススクール等のケーススタディーのように、本当に答えがないものを議論する教育

が必要。

・ 人とのコミュニケーション、関わりの中から何かを知る、気付く、発見する機会を多くして欲しい。

・ 地元の大学を出て地元の企業を志していただけることは非常にありがたいが、サービスを展開し

ていく先は全国、世界。地元から世界、地元から何か社会を変えていけるような開かれた視点

について地元大学の教育に期待。

・ 学生が進みたい道と違うときはもう一回大学をやり直さなければいけないのではなく、シフトで

きるチャンスがあると、学生がより能動的に学ぼうとするのではないか。
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・学部別学生に求めるカリキュラム・能力

＜ IT/AIの活用に向けた人材＞

・ IT/AI が専門ではない学部の学生が、IT/AIを学んで、社会に貢献できるような「IT/AI×もと

もと本人がやりたかったこと」というような育成ができるとよい。

・ （初等教育においてプログラミング教育が 2020 年度より必修化されるが、）プログラミングを学

修することにより、作れるかどうかを気付くことができる。

・ 中部の将来像を見据えて情報系人材はもとより、過去の延長にとらわれない創造性や突破力・

行動力のある人材の育成・確保、リカレント教育の必要性、そのためには多様性を許容し、活

用する組織風土の醸成も必要。

・ 労働人口の減少に伴い、人材育成に掛ける時間と労働もこの先負担が大きくなっていくため、

学校教育での IT人材の育成は、基礎編であってもやって欲しい。

・ 大学卒業後、ただちに即戦力となることは難しいと考えているので、入社後に OJT 教育を通

じてエンジニアとして成功できるポテンシャルとベースとなる知識をしっかり身に着けて欲しい。

・ 文系でも論理的思考能力があれば、教育を行うことによってキャッチアップが可能であり、IT
分野でも通用する。

・ 対顧客との中で最新の技術がわかる人材育成が必要であり、大学において社会人向けに学べ

る機会があれば、派遣させたい。

・待遇改善による優秀な教員の確保が必要。
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　 （資料：「今後 5 〜 10 年のアクション検討～ IT・データ等分野に重点化した人材育成」

（第２回作業部会 2018.12.25）（P63 ～ 65）
○ IT/AI 人材

・ デジタル技術の進展に伴う「第４次産業革命」により、ロボット、IoT、AI などの先進ツール

の利活用が広範囲で進み、産業構造のあり方が大きく変わり得ると言われている。しかしなが

ら、IT 分野等の人材不足は深刻化しており、Society5.0 の実現に向け、これら先進ツールを

活用して企業・社会の具体的な課題の解決を先導できる人材の育成が必要。

・ とりわけ東海地域では地域の目指すべき将来像の実現に向け、東海地域経済の強みとされて

きた「現場力」を時代に即応させた形で生産性の向上や、新事業の価値創造に結実させてい

くことができるかが経営の課題として求められ、併せてかかる時代に即した対応のできる人材

の確保が重要と考えられる。

パターン①：IT を利用し、自社の中で自らが課題解決・価値創造できる人材

パターン②：ITベンダー等外部リソースを活用しつつ、課題解決や価値創造できる人材

・ 「IT・データの品揃えを把握できるスキル」「IT の技術進捗・トレンドを理解するスキル」「IT/
現場の専門用語を分かりやすく翻訳でき、スペックを絞り込めるスキル」。

（例）ベンダーに相見積もりをとって、コストパフォーマンスを理解できる。

→ 独自システムの構築より、多少品質は劣後しても既存クラウド活用で十分に対応可能と

見極めができる。

→独自システムの構築費用は張るが、課題解決等への効果大と見極めができる。

・ 課題解決等の為の計画策定に加え、プロジェクトマネジメントができ、実現まで導けるスキル。

・ 課題解決等に際して、IT 以外の打ち手と比較して、手法として IT を用いることが適切であ

ると一次的に判断できるスキル。等

○イノベーション力強化に向けた人材育成のあり方

＜意見＞

・ データサイエンティスト（IT人材）育成への早急な対応、新規事業開発人材の育成強化

・ 大学におけるアントレプレナー（起業家）教育の強化による学生等の意識改革が必要

・ プログラミング教育普及への環境整備と経営者や親世代へのプログラミングの理解が必要

・ 起業や IT 関連の新しい職種に関する親世代の理解促進が重要

・ 多感な時期から尖った人材を育成していくことが重要（例：ギフテッド教育）

＜まとめ＞

　産学官それぞれの立場で対応すべき役割・責任を果たすとともに、今後、関係者が連携して

以下の点を踏まえて人材育成に対するアクションを強化していく。

・若手起業家（大学生・大学院生）の育成やリカレント教育の強化

・新しいタイプの IT人材の確保と育成強化

・初等中等教育段階での行動力・発想力等の養成

・若者の職に対する安定志向の打破
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〇中部経済連合会「海外から見た中部圏の魅力向上」~ 中部圏で活躍する外国人の意見集約

（実施期間：2017 年 11 月～ 2018 年 10月。回答者数：44 か国 246人。）

・世界的に認知された大学を作るべき。

・年度始まりを 9月にしないと欧米の学生を呼べない。

・高価でシステムが柔軟でない。

・大学職員が英語を話せないため、大学のシステムを理解できない。

ア 名古屋大学（資料：「名古屋大学における教育改革」）（P66 ～ 68）
○情報学部・情報学研究科設置

・ 2017 年 4 月に情報学部と情報学研究科を新たに設置。従来は工学部と情報文化学部の二つ

に分かれて情報関係の教育組織があったが、一つの学部にまとめたもの。新しい組織では情

報学部入学後に３つの学科（人文社会系から工学系まで、文理融合した組織）の中で、大学

院でどういうことを勉強するのかを決められる形（レイト・スペシャライゼーション）で組織を

作っている。従来は情報系は工学部が中心だったが、文系も含めた形で横断的な組織を作って

いこうとしているもの。

○工学部・工学研究科改組

・ 2017 年 4 月に工学部・工学研究科の改組を実施。工学系に関しては学部の 4 年間と修士の 2
年間、合わせて 6 年間勉強する前提で入学する学生が８～ 9 割いるので、学部と大学院の 6
年間一貫した形で教育する。それぞれの学部の学科でベーシックなところを共有し、大学院に

進学する際により細かい専攻に移る教育組織にしている。

・ 3＋3＋3 型教育システム。学部・大学院をシームレスな体制とし、学部の 3 年間（1～３年生）

は基礎教育、４～６年生は専門教育、さらに博士課程に進学し研究者を目指していく人には、

高度専門教育を実施するプログラム。

○博士課程教育推進機構

・ 博士課程教育推進機構を2018年10月に設置。目的は大学院教育全体を統括する組織を作り、

質を高めていくこと。また、大学院レベルの教養教育もここで設計していく目的で、高度教養

教育部門も設けている。博士課程の学生が幅広く活躍するのに必要なトランスファラブルスキル

（プレゼン能力等）を身につけていけるようにする。

イ 名古屋工業大学

○ 6 年一貫の創造課程

（資料：「名古屋工業大学の新しい人材育成～ 6 年一貫創造工学教育課程～」（P69 ～ 75））
・ 2016 年度に学部の改組を実施。学部は 7 学科を 5 学科に再編し、それに加えて創造工学教

育課程という6 年一貫の課程を別途設置。（学科体制教育を行っている 5 学科を高度工学教

育課程と呼ぶ。）

・ 基本となる考え方としては、「理工系人材育成に関する産学官円卓会議」における産官での議

論を踏まえ、大きく分けて 2 つの人材が必要であろうというもの。一つは既存の分野を深堀し

ていく人材、もう一つは複数の分野にまたがる知識を有してそこから新しい価値観を創造でき

るイノベーティブな人材。

・ 「6 年一貫の創造課程のカリキュラム」の特徴としては、主軸専門科目を高度工学教育課程 5
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学科の中の全 13 分野の中から決めて、最低限必要な専門をきちんと学んでいく。それに加え

て創造工学設計科目では、主軸以外の分野の科目も選択することになる。選択方法については、

学生が将来どんな技術者になりたいかという将来像（Ｃプラン）をもとに、そのためには何が

必要かを、メンター教員と計画を練って、どういう科目を選択したらよいか考えて履修を進めて

いく。（例えば、ロボットであれば、主軸の分野を機械と選んで、ロボットをいろんな角度から

学ぼうとすると、制御やAI、ロボットを構成している部材、材料の知識も必要。それに関連す

る他分野の科目をある程度、系統立てて学んでいく。）

・ 研究室ローテーション。1年生で選択した主軸の分野を超えて実際に研究室に入るという研究

室ローテーションを実施。1 研究室あたり２～ 3 か月間を 8 研究室で学んでいく。

・ 研究インターンシップ。大学院で、必ず 3 か月程度、学外で研究をすることを必修としている。

国内では企業、海外では提携の大学あるいは企業・研究所等。

・ 主軸と別の分野の科目を履修しても、「工学デザイン科目」という、有機的に結びつける科目群

を用意。特にＰＢＬ演習は、実際の企業の現場で問題になったものをどうやって解決していっ

たかということを事例にとって、実際の知識をどのように生かすかという部分を学んでいくとい

う体制になっている。

ウ 岐阜大学

○工学部・修士課程改組

・ 工学部は 2013 年に 9 学科を 4 学科に改組。2016 年で完成し、2017-2018 年で修士課程も

改組終了となる。

・ 自然科学技術研究科はものづくり系だけでなく、応用生物科学部という農学系が一緒になった

もの。工学系の生産プログラム等だけでなく、農学系の生産物、食品加工も一緒にした新しい

人材養成を行う。

・ その中でデザイン思考という科目・概念を大切にしている。何かものを生産するうえで、マーケ

ティングや、どうやって作るか、生産性はどうか、いくらくらいで売れるのか、ものを作るうえ

での入口から出口までを全部見通して意識しながらいろんな勉強をしていく。

エ 豊橋技術科学大学

○実務訓練制度（資料：「豊橋技術科学大学実務訓練制度のご案内」（P76 ～ 78））
・ 豊橋技術科学大学は、5 年制の高等専門学校から、340 名程度、3 年生から編入する。

・ 一般入試などで入学した１・２年生は、はじめに基礎を勉強し、2 年生の後半からプロジェク

ト研究を行う。高専から入学した学生については 3 年生で専門＋リベラルアーツを学習。

・ 4 年生になると研究室に配属され、前半は課題探求力、いわゆる卒研を12 月まで取り組む。

その後、実務訓練として企業において学ぶ。実務訓練は、1・2 月の 2 か月間にわたり、企業

がどのように研究を推進していくか、どのようにテーマを見つけ、どういうことをアウトカムして

るのか、実際に肌で感じる。

・ 大学院入学時に大学の研究の進め方と企業での経験をうまくあわせて、指導教官と相談して、

修士の 2 年間でのやるべきことを決めていく。

・ 最近では、実務訓練 2 か月と修士に入ってから 4 か月、合計して 6 か月間でしっかり経験でき

るよう「課題解決型長期インターンシップ制度」を設けている。

・実務訓練制度は 42 年間続いているが、企業に協力いただき、ありがたく思っている。
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オ 名城大学

○オナーズプログラム（資料：「名城大学チャレンジ支援プログラム」（P79））
・ 成績上位層を刺激する取り組みとして、オナーズプログラム（課外教育プログラム）「名城大学

チャレンジ支援プログラム」を、今年度から開始。一般枠は全学部で成績上位の 1年生 30 名。

特別枠は１~３年生の非常に主体的な活動で評価すべき学生の 5 名。

・３つの特徴。

特徴１：オリジナル海外研修東南アジアでの研修もしくは米国シリコンバレー

特徴２：他学部・他学年学生との多様な学びを通じて、キャリアを含め自身の将来を考える。

特徴３：優秀な学生はケンブリッジ大学リーダー養成プログラムへの参加。

ア 名古屋大学

○基礎セミナー（資料：「2018STUDENTS’GUIDE 全学教育科目履修の手引き」P80 ～ 81））
・ 全学教育科目の中の「基礎セミナー」は、全学生がコモンベーシックスとして共通で身につける

べき力であり、いわば基礎の基礎。全学生が必ず履修しなければならず、一つのクラスを１２

名とし、セミナー形式でアクティブラーニングの形態を採って様々な学びに必要な力を身につけ

るという趣旨。今後は、コモンベーシックス、リベラルアーツ、専門の基礎というものをしっか

り分けて、コモンベーシックスの中に IT や情報リテラシーを全学部共通で教育できるよう議論

しているところ。

ア 名古屋大学

○海外留学プログラム（資料：「名大の海外留学プログラム」（P82 ～ 83））
・ 全学交換留学プログラムは、名古屋大学と協定を結んでいる世界各地の大学との間で留学をし

やすくしているもので、相手先大学に授業料を払わなくても名大に払っていれば留学できると

いうもの。

・ また、海外短期研修を含む科目を 80 種類用意し、短期だが海外で経験を積むことで、より

長期の留学につなげるというサポートもしている。

イ 豊橋技術科学大学

○グローバル教育（資料：「グローバル技術科学アーキテクト」養成キャンパスの創生（P84 ～ 89））
・スーパーグローバル大学創生支援事業に採択。

・1 学年四百数十人の内、グローバル技術科学アーキテクト養成コース（Global Technology 
Architects Course、以下「ＧＡＣ」）として、50人のグローバル学生（日本人が 35 名、外国人

が 15 名）を入れている。この学生達は入学すると同じ寮に入り、1 部屋に 5人ずつ、外国人も

日本人も一緒に入る。生活も共にしてグローバル感覚を養っていこうというもの。

・授業はバイリンガルで実施。ＧＡＣの学生は、ＴＯＥＩＣ 730 点を大学院出るときには目標に

している。外国人は、日本語能力試験のＮ１を目指そうとしている。
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ウ 名古屋大学・名古屋工業大学・岐阜大学

○ジョイント・ディグリー

・ 外国の大学と連携し、共同で開設した教育課程を修了した学生に対して、複数の大学が共同

で単一の学位（ディグリー）を授与する制度。

ア 名古屋大学・名古屋工業大学・岐阜大学・名城大学等

○愛岐留学生就職支援コンソーシアム（資料：「愛岐留学生就職支援コンソーシアム」（P90 ～ 92））
・ 産学官の緊密な連携により、日本語教育、キャリア教育、インターンシッププログラムを３つの

柱とし、留学生がこの地域の企業に就職できるような仕組みを作っていこうというもの。

　2017 年度より実施。

ア 「名古屋大学・岐阜大学・三重大学・広島大学」「豊橋技術科学大学」

○数理・データサイエンスの人材育成

（資料：「数理・データサイエンスの基礎的素養から高度な専門分野までの人材育成」（P93）、
　　　  名古屋大学「連携体制『実世界データ演習』を用いる価値創造人材教育の大学連携」

　　　 「東海型数理・データ科学教育における教養教育モデルの構築と言及」（P94 ～ 96）、
　　　 豊橋技術科学大学「学内外に向けたデータサイエンス教育の強化」（P97 ～ 98））

・ 数理データサイエンティスト教育の協力校に選定。現在６大学を拠点校として数理・データサイ

エンス教育の標準カリキュラム・オンライン教材が開発されており、2019 年度以降協力校は拠

点校により開発され提供されたソフトを用い、企業、自治体、近隣大学（豊橋技術科学大学は

高等専門学校とも）等と連携し、ｅラーニング等によりその普及を図っていく。
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イ 名古屋大学

・ 数理・データ科学教育研究プログラムを検討するWG を立ち上げた。教養教育レベルでは、

全学生を対象として数理思考、情報処理基礎を学ばせる。専門教育レベルではデータ活用力を、

大学院レベルでは課題解決力を習得させることを構想している。

・ 具体的には、４つの系（生命系、理工系、システム系、社会・人間系）に分類し、文系・理系

の枠組みを超えた数理思考、デ－タ活用力、課題解決力について、学部から大学院までを視

野に入れて体系的に教育することを構想している。

ウ 名古屋工業大学

・ 情報数理とデータサイエンスに関する科目について、タイムラインとしては 2019 年度試行で、

2020 年度全学で、必修で導入する。学部レベル（低学年全学科）と大学院レベルで考えている。

・ 内容については 2017 年度からＷＧが立ち上がっており、「数理データサイエンティスト教育」の

標準プログラムを参考にしつつ、本学として必要なもの、社会に出て最低限必要なもの、リテ

ラシーとしての情報能力というものを選択しているところ。

エ 豊橋技術科学大学

・ ２年生は「ＩＣＴ基礎」という科目を現在も全学科にて実施中。３年生に「ＩＣＴ応用」とい

う科目を作って、各学科に特有の、機械だったらロボットといった、応用も含めたＩＣＴ教育を、

全学で情報メディア基盤センターと情報学科の先生が組んで 2019 年度から実施する。

・ 愛知は「ものづくり× IT」という視点が重要。「ものづくり」をしっかり教育して、IT も後れな

いようにしっかりやっていく。その両方のバランスをとってきっちりやることがこの地域の大学の

役割。

オ 中京大学

・ もともと工学部は情報系学部だったので、基礎的な教育の中に、共通科目でプログラミングと

かを学部横断的に学ばせている。人文社会系学部でも、経済学部、心理学部は、一部数学

や統計解析といった少し専門的な分野を学んでいる。

・ 2019 年度の入学生からパソコンの必携化を予定。人文社会系の学部の学生も含めて、全員が

パソコンを持って大学で学ぶ。必携化の目的は個人ポートフォリオを作り、学習成果・経験を

自ら見える化できるようにし、それに教職員が関与し、学生の成長にコミットできるようにして

いくこと。同時に ITリテラシーのベースとなることを期待。

・ 2019 年度以降、全学的な共通科目として、初年次教育のところで「情報スキルズ」という必修

科目を設置予定。

カ 名城大学

・ 理工学部情報工学科・数学科は先端の知識、社会ニーズの取り込みを考慮し、カリキュラムの

検討をしている。
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ア 岐阜大学

○地域連携スマート金型技術研究センター

　 （資料：地域科学技術実証拠点整備事業「岐阜大学スマート金型開発拠点」（P99 ～102））
・ 岐阜大学では、金型に関する教育をかなり長く取り組んできており、2018 年４月に地域連携

スマート金型技術研究センターという名前に改組して、人材養成を強めている。

・ 金型を対象にＡＩや IoT の応用技術を学ぶ拠点として、１０数社の企業が入って、その企業の

課題を実際に解決しながら、学生も一緒になって勉強するというもの。

・大学院・学部とも選択科目として１０単位ほどの教育プログラムになっている。

ア 名古屋大学

○ビジネス人材育成センター（資料：「ビジネス人材育成センターについて」（P103））
・ 博士号を取得した人や博士後期課程の学生が、企業に就職できるように支援する組織として設

けているもの。ポスドクのキャリアパスを面談やインターンシップ等の情報提供でサポートする

組織。2019 年度からは、博士課程教育推進機構とキャリアサポート室で機能を発展的に継

承する。

○リーディング大学院

（資料： 「グリーン自然科学国際教育研究プログラム」（P104）、「ＰｈＤプロフェッショナル登竜門」（P104）、
「フロンティア宇宙開拓リーダー養成プログラム」（P105））

・ リーディング大学院は、博士後期課程を出た人が民間企業等にも就職できるように教育をして

いる。特にリーダーシップをとれるような人を育成しようという目的で実施している。例えば「グ

リーン自然科学国際教育研究プログラム」では、2014 ～17 年度のプログラム修了者の進路実

績は、大学 33 名、民間企業等 50 名等となっている。

ア 名古屋大学

○シンポジウム「『文系／理系』の真実」（資料：「『文系／理系』の真実」（P105））
・ 高校 2 年から文系理系に分かれて大学を卒業するまで、あるいは企業に入ってからも文系理系

というのが日本人のほとんどを分けている状況があるが、なぜそういう仕組みになっているの

かというところから、今後大学教育も含めてどのように変えていけばよいのか、といったところ

を大学、高校、企業の方からの意見をいただくという趣旨で、シンポジウムを 2018 年 12 月6
日に実施。

イ 三重大学

○ 地域イノベーションを推進する三重創生ファンタジスタの養成（「地（知）の拠点大学による地方

創生推進事業（COC+）」採択事業）

・ 三重県に新たな雇用を生み出し、三重県を創生・創発するため、地域の課題に関してさまざま

な主体と多面的な視点から対話しながら、地域創生のエンジンとして活躍し、地域のイノベー

ションを推進する「三重創生ファンタジスタ」を県下全体で養成する事業。

・ 三重大学では、「地域志向科目群」・「地域実践交流科目群」・「地域イノベーション学科目群」

という３つの科目群（合計１２単位以上、各科目群における必要最低単位は要修得）で構成す

る「三重創生ファンタジスタ」資格認定副専攻コースを立ち上げ、三重県の産業における課題（三
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重県では、若年層の県内定着率の向上や新規雇用の創出に向けて「食と観光分野」「次世代産

業分野」「医療・健康・福祉分野」の 3 分野の活性化を重点課題と位置づけている）に応える

人材を育成するカリキュラムとなっている。（2018 年度から、四日市大学、皇學館大学、鈴鹿

医療科学大学でも、三重大学と同等のカリキュラムをスタート）

・ COC+ は 2019 年度までの補助期間をもって終了するが、COC+ 事業の後継組織として位置

づけた高等教育コンソーシアムみえを 2016 年３月に立ち上げており、事業終了後も県内高等

教育機関との連携を強化していく。

○ SciLets（科学的地域環境人材））

・ 地域に多く賦存する環境価値を利用して地域の環境を保全するとともに地域の活性化を図るこ

とを目的とした、社会人及び学生を対象とする人材育成システム。

・ インターネットのビデオ講義を eラーニングシステムにより受講し、理解度確認試験の結果を

記録する。

・ 三重大学のサーバー上にサイレッツビデオ講義用システムを設定し、登録者は、これらの HP
や教材に学内・学外を問わず自由にアクセス可能となっている。

・ 必修科目を１０科目と選択科目を４科目以上受講し、それぞれの理解度確認試験に合格し環境

教育要件を満たすことで「アナリスト」の資格が認定される。さらに、環境共同研究や異文化・

異業種交流等の環境実践の要件を満たすことにより「エキスパート」の資格が認定される。

ウ 豊橋技術科学大学

○ビジネススクールプログラム（資料：「ビジネススクールプログラム」（P106 ～107））
・ 名古屋大学中心に５大学（名古屋工業大学、三重大学、岐阜大学、豊橋技術科学大学）が文

部科学省次世代アントレプレナー教育（ＥＤＧＥ -ＮＥＸＴプログラム）に選定。豊橋技術科

学大学でもそのプログラムを活用し、学生と社会人を対象にビジネススクールプログラムを開

講。全４科目で「事業開発論ビジネスデザイン」「事業開発論テクニカルスキル」は実習、「アン

トレプレナー基礎」「アントレプレナー応用」は座学。

・ 2019 年度からは学部の学生にも「アントレプレナー教育」の科目を準備している。

エ 中京大学

○地方創生事業について

・ 豊田市と豊田市に本拠地を置く、中京大学、日本赤十字豊田看護大学、愛知工業大学、豊田

工業高等専門学校等で昨年度から「豊田市高等教育活性化推進プラットフォーム」を形成して

いる。大学等と豊田市、地元産業界が連携することで、地元就職の促進や健康意識の醸成、

スポーツ振興といったところで、地域の活性化を目的に自治体と大学等がいろんな取り組みを

行っている。これは、文部科学省の「私立大学等改革総合支援事業」、地域のプラットフォー

ムを形成して地域の活性化を図るというというものに選定されている。

オ 名城大学

○社会連携センター：社会連携フォーラム

　 （資料：「共創人材になろう。もう一歩前へ。」（P108））
・ 社会ニーズを本学の教育や研究のシーズにつなげていくための起点として位置づけている取り

組みとして、「社会連携フォーラム」を年１回実施。

・ 2018 年度は「共創の能力開発」をテーマとして、株式会社オムロン、株式会社ロフトワーク、

奈良県生駒市役所の方を招いて実施し、学生の視野拡大を図った。
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○社会連携センター：デザイン思考ワークショップ

　 （資料：「AI を活用して課題解決 ‼デザイン思考ワークショップ」（P109））
・ 人工知能技術コンソーシアム会員企業の株式会社シグマクシスの方を講師に、課題の発見か

ら解決への道筋と共に AIの活用法を学び、実践型のワークショップを通して新しい事業構想

力を身につけるために実施。

○社会連携センター：氷見市

・ 東海だけでなく、北陸地区からも社会ニーズを取り込んで本学の教育研究に役立てるため、農

学部と富山県氷見市との連携協定を締結。

○社会連携センター：ハッカソンイベント「ＨＡＣＫ Ｕ」）

　 （資料：「HACK U×名城大学」（P109））
・ 「HACK U」は、ヤフージャパン社員のサポートのもと、限られた時間で学生がプロダクトを自

ら企画、開発、発表するイベント。対象は全学部学生。

・ 当日は幅広い学部と学年から、50名近くの学生が参加し、100件以上のアイデアの種が生まれて、

その中から10 個のアイデアをチームでブラッシュアップした。
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　リカレント教育について検討するにあたり、日本経済団体連合会のアンケート結果を参考にした。

（P39~43）
（実施期間：2017 年 12 月上旬～ 2018 年 2 月上旬。回答数：443 社。）

　「リカレント教育」として、企業の費用負担により、変化に対応する能力を身に付けるための人

材育成・研修の一環で、従業員を大学等へ送り出している企業は、全体の約 40％であり、製造

業・非製造別では、製造業の方がやや高い結果となっている。

　学修している（学修していた）専攻分野では、経済学・経営学が最も多くなっており、ＭＢＡ取

得に根強い人気がある。

　送り出していない理由は、そもそも必要性を感じていない、業務過多といった回答が多い。
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　今後、従業員を送り出したい専攻分野では、多くの企業が今後も「経済学・経営学」に送り出

しを希望すると回答し、経営トップ層育成へのニーズが引き続き高いことがうかがえる。一方、直

近５年間の派遣は少数だった「情報・数理・データサイエンス」「IT 関連」が上位にランクインし

ており、企業は IoT やビッグデータ、人工知能などの技術革新に対応できる人材の確保を求めて

いることがうかがえる。

　大学等に求めるカリキュラムについて、「専門性」「最先端」「実践的」が求められており、大学

等は企業のニーズを継続的に把握していくことが望まれる。
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　今後充実させてほしい制度・環境については、「社会人に配慮した時間帯での授業の開講」や「イ

ンターネットなど IT を活用した授業の開講」など時間的制約を解決する制度・環境整備が上位に

ランクインしている。

・ キャリアデザインとサポートをしっかり考える必要があり、企業と大学がどのような協力ができ

るか考えていく必要がある。

・ 社会人教育については、役に立つ、勉強になるという意味が見出せれば良いものになるのでは

ないか。

・ 仕事が忙しいという実情や、（東京などに比べ当地域は）終業後は寄り道せず家に帰るというよ

うなルーティーンをこなす風土がある。地域のマインドなども変えないと難しいのではないか。
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リカレント教育にインセンティブを与えることにより、自ら手を挙げていく人材を社会で育てて

いくことが課題。

・ リカレント教育においては、最先端の技術のノウハウを習得するとともに、人的ネットワーク、

情報交換も大切。リカレント教育の講座にいろんな会社の人が多く参加して、人的ネットワーク

の構築、実務ベースの情報交換を行いながら、最先端の知識を習得できれば、魅力的なリカ

レント教育のメニューになる。

・ 企業からリカレント教育に人を送り出すことは、投資でもあるが、リターンの部分が見えづらい。

限られた時間で学んだだけでは、一気にリターンが見えるケースはごく限られており、人材交

流により中長期的に繋がりができることによって、産業界にとってもプラスになる。産業界のい

ろいろな階層の人たちが、大学側に意見やノウハウ・知見を置いていくことにより、新たなシナ

ジー、繋がりが生まれる。

・ リカレント教育においても優秀な教員を確保していく必要がある。

＜ IT人材の育成＞

・ 「IT ものづくりブリッジ人材」となる「基盤的スキル」を持った人材が不足しており、採用・育

成に苦慮。「高次化したスキル」をもつ人材への育成については、ジョブローテーションでは部

門をまたぐシステム開発をできるようにはなるが、専門性が育っていかない。

・ 「高次化したスキル」をもつ人材への育成にあたっては、海外留学にも出しているが、まだ時間

がかかる。

・ 「IT ものづくりブリッジ人材」のうち「イノベーション創出スキル」を持った人材は、育てて育

つものではなく、「尖った人材」をいかに発掘するかではないか。

・ リカレント教育については、有用なものと認識しているが、企業側がリカレント教育の必要性を

認識し、政府もそのような動きにしようとしているが、働きながら学ぶことへの配慮や、大学で

の学び直しを評価する環境整備が必要ではないか。

・ 大学が社会人に求められる教育プログラムを提供するには、企業とのニーズのマッチングや、

社会人が学びやすいような、「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン」にも短期プログ

ラムとあるが、こういった検討が大学側で必要。

＜ IT人材の育成＞

・ IT に関する知識は、文系理系関係なく幅広く持っているべきコモンベーシックスであると位置

づけている。しかしながら、リカレント教育の IT については、かなりの人数に対して教育を施

していくことが求められているが、IT の教員の増員や学部新設などは容易ではない。

・ 学部新設は容易ではないため、新設された「学位プログラム」（学部・研究科の組織にとらわれ

ず、学位のレベルと分野に応じて達成すべき能力を明示し、それを修得させるように体系的に

設計した教育プログラム）を活用し、ＡＩ等に特化したプログラム（例えば 4 年間）になるべく

早く取り組んでいきたい。

・ 「イノベーション創出スキル」を持った人材には、複眼的な見方ができることが必要。アメリカ

の大学のように、主専攻と副専攻で文系と理系を専攻し、自分の中で新しい発想・見方を膨ら

ませていくことが必要。

・ リベラルアーツは、現場での課題解決に直結せず即効性はないかもしれないが、広い意味で

の価値創造を考えると、専門的な知識以外のバックグランドとして重要。

・ インターネットを使うというリテラシーの能力自体は大学生レベルでは身に着いており、付加価

値としてどう利用するか、どういう技術・手段が必要か、今後精査し、学生の教育に活かしたい。
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ア 「名古屋大学・岐阜大学・三重大学・広島大学」「豊橋技術科学大学」（再掲）

○数理・データサイエンスの人材育成

（資料：「数理・データサイエンスの基礎的素養から高度な専門分野までの人材育成」（P93）、
　　　　名古屋大学（P94 ～ 96）、豊橋技術科学大学（P97 ～ 98））

・ 数理データサイエンティスト教育の協力校に選定。現在６大学を拠点校として数理・データサイ

エンス教育の標準カリキュラム・オンライン教材が開発されており、2019 年度以降協力校は拠

点校により開発され提供されたソフトを用い、企業、自治体、近隣大学（豊橋技術科学大学は

高等専門学校とも）等と連携し、ｅラーニング等によりその普及を図っていく。

イ 名古屋大学

○名大の授業 NU OCW
・ 無料の公開オンライン講座として「名大の授業 NU OCW」により多数の授業を提供している

(http://ocw.nagoya-u.jp/)。ノーベル賞の天野浩教授の「電磁気学Ⅰ」をはじめとして、英語に

よる授業や、基礎セミナーなど名古屋大学の授業を体験できる。

○オープンカレッジ

・ 経済学研究科が長年に渡って開催。高校生から高齢者までの幅広い聴衆を対象に、人文社

会系から理工系までの本学講師による公開講座を実施。(http://www2.soec.nagoya-u.ac.jp/oc/)

ウ 名古屋工業大学

○第二部

・ 名古屋工業大学は、国立大学で唯一、第二部が残っている。現在では 4 学科体制（化学系、

機械系、電気情報系、土木系）で行っているが、各学科 5 名という非常に少ない募集人数な

のでターゲットとしている社会人はなかなか入学しない。

○工学研究科博士前期課程社会工学専攻短期在学コース

・ 大学院の短期在学コース（期間 1年、定員 10 名、開講：昼夜・土曜日、修了時に修士付与）

を設置。

・ 経営システムの分野を中心に、実際の企業の課題を題材にどう解決していくかについて、工学

の手法（情報処理、インターネットを含む）を用いて、他の研究科の学生も交えて実施。現状

では社会工学の一分野だけに限られているが、他の分野に広げていくことも考えている。

○産学官連携共学プログラム：三機関協働支援事業

　 （資料：「中小企業の課題解決をサポート～三機関協働学び合いプロジェクト」（P110））
・ 「名古屋工業大学」、「愛知県中小企業診断士協会」、「あいち産業振興機構」の三つの機関が

中小企業の課題解決の取り組みを支援するとともに、この事業に関わる全ての人が協働し、相

互に学び合うプロジェクト。これはインターンシップでもあり、リカレント教育にも該当する。

○ 2018 年開講の専門人材育成講座（資料：「平成 30 年開講！専門人材育成講座」（P111～112））
・ 専門人材育成講座はなごやロボット・IoT センターが実施。中小企業のロボット化の相談や助

言も含めて行っている。

・ 専門人材育成講座は 3 つ（「ロボットシステムインテグレータ講座」・「IoT システムインテグレ

ータ講座」・「サイバーセキュリティ対策人材講座」）設置。

○工場長養成塾（資料：「工場長養成塾」（P113 ～114））
・ 名古屋市立大学と共催で豊田自動織機、デンソー技研センターの協力で長く続けている事業。

中堅から上の人を対象に、工場を実際に運営していく技能を学んでいくというもの。「ゼミ」「実
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践」「実習」「工場見学」「ゼミ」と結構ボリュームはあるが、理論だけではなく、工場長の経

験のある方を講師として迎えて実践形式で行っている。

エ 三重大学

○みえ防災塾

・ 三重県地域で発生する自然災害に備えて、自然科学、人文社会科学、知の集積をベースに、防災・

減災のための各種計画やマネジメントについて教育・研究する。

・ 三重県と三重大学が、企業、NPO、県民、各研究機関と連携協力して、防災・減災に関する

専門知識と実践力を身につけ、三重県の防災・減災活動を担う人材、さらには地域づくりに貢

献する人材を育成する。

・ 「三重さきもり補」として認定する「さきもり基礎コース」と「三重のさきもり」として認定する「さ

きもり応用コース」で構成。

○ SciLets（科学的地域環境人材）（再掲）

・ 地域に多く賦存する環境価値を利用して地域の環境を保全するとともに地域の活性化を図るこ

とを目的とした、社会人及び学生を対象とする人材育成システム。

・ インターネットのビデオ講義を eラーニングシステムにより受講し、理解度確認試験の結果を

記録する。

・ 三重大学のサーバー上にサイレッツビデオ講義用システムを設定し、登録者は、これらの HP
や教材に学内・学外を問わず自由にアクセス可能となっている。

・ 必修科目を１０科目と選択科目を４科目以上受講し、それぞれの理解度確認試験に合格し環境

教育要件を満たすことで「アナリスト」の資格が認定される。さらに、環境共同研究や異文化・

異業種交流等の環境実践の要件を満たすことにより「エキスパート」の資格が認定される。

オ 岐阜大学

○「日本一の航空宇宙産業クラスター形式を目指す生産技術の人材育成・研究開発拠点」

　 （資料：「日本一の航空宇宙産業クラスター形式を目指す生産技術の人材育成・研究開発拠点」（P115））
・ 岐阜県から内閣府へ「地方大学・地域産業創出交付金」の申請がなされ、2018 年 10月に採択。

・ 大学と企業、特に県内の川崎重工業、飛行機のボディ等部品を作っている企業と連携して、航

空人材の養成に動き出そうというもの。

○社会基盤メンテナンスエキスパート（ＭＥ）

・ トンネルや橋などのインフラの保守・点検、あるいは取替について、メンテナンス技術者の養

成を有料で実施。一定時間（120 時間）勉強して（ＭＥの受験資格となる）履修証明書を発行。

カ 豊橋技術科学大学

○先端データサイエンス実践コース（資料：「データサイエンス実践コース」（P116））
・ 社会人向けに先端データサイエンス実践コースを 2018 年から実施。統計学や機械学習の基

礎や深層学習環境準備等、８日間で４５時間。

○ビジネススクールプログラム（再掲）（資料：「ビジネススクールプログラム」（P106 ～107））
・ 名古屋大学中心に５大学（名古屋工業大学、三重大学、岐阜大学、豊橋技術科学大学）が文

部科学省次世代アントレプレナー教育（ＥＤＧＥ -ＮＥＸＴプログラム）に選定。豊橋技術科

学大学でもそのプログラムを活用し、学生と社会人を対象にビジネススクールプログラムを開

講。全４科目で「事業開発論ビジネスデザイン」「事業開発論テクニカルスキル」は実習、「アン
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トレプレナー基礎」「アントレプレナー応用」は座学。

○その他リカレント教育

・ 豊橋・田原地域は農業が盛んでもあるため、「IT 食農先導士養成プログラム」や「最先端植物

工場マネージャー育成プログラム」を実施。

・ 「東三河防災カレッジ」を実施。いろいろな地域でアンケートを取り、評価も行いながら必要

なものを残している。

キ 中京大学

○オープンカレッジ

・ 比較的早く1980 年代より社会人向けのオープンカレッジを開講したが、受講者の減少により、

今年度いったん廃止を決断している。

○専門職大学院

・ 学部研究科、11学部９研究科で社会人向けの入試制度は整備しているが、ロースクールや

MBA プログラム等、専門職大学院は廃止にしている。

ク 名城大学

〇メーカーの技術者向けリカレント教育

・ 2019 年度よりエンジニア派遣業者（株式会社フォーラムエンジニアリング）と連携し、メーカ

ーの課題を大学教員による講義・研修を実施することにより共同で取り組み、課題解決と関係

構築、さらには地場活性化を目指していく。

・ 課題解決のテーマは次の 3 点を想定。

新卒研修………技術者不足に伴う他の専門分野への配置転換のための教育・研修

キャリア研修…入社１年から５年目、またはキャリア採用時の若手社員向け研修

工程改善………業務上の課題解決に向けた研修
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（2018.11.26 中央教育審議会答申〈抜粋〉）

○リカレント教育の充実

・ （略）今後は、これまでの履修証明制度の活用の状況を産業界とともに検証しつつ、より短期

の実践的・専門的なプログラムの認定制度の創設に向けて、総授業時間数 120 時間以上とい

う現行規定を見直し、60 時間以上とするとともに、あらかじめ公表すべき事項を追加するなど、

社会的認知・評価を高めるための取組を実施する。

　 　あわせて、一定の条件の下で、履修証明プログラム全体に対する単位授与を可能とし、学位

の取得に向けた各大学等での単位の積み上げや、複数の高等教育機関間で単位を積み重ねる

単位累積加算等に活用できるよう必要な制度改正を行う。さらに、正規の学位課程の一部を

修了した者に対する学修証明を法令上位置付ける。

・ 新しいスキルを新たに学ぶ場合や、女性が職場復帰を目指す場合なども含め、社会人が場所

や時間を問わず、プログラムを受講できるよう、放送大学や通信教育、MOOC（インターネッ

トによる大規模公開オンライン講座）等の活用を検討する。また、プログラムに関する情報提

供の在り方を検討する。

・ 質の高い実務家教員を確保するため、実務家教員の育成プログラムを開発・実施するとともに、

修了者の情報にかかる共有の在り方を検討する。

・ 関係省庁と連携して、社会人が学びやすくなるよう、受講に伴う経済的負担の軽減方策を検討

する。

（2018.12.4）
○リカレント教育の拡充

・ 人生 100 年時代には、教育・仕事・老後といった単線型のキャリアパスではなく、仕事と教育

を行き来しながら、様々な場所で多様な活動を行うマルチステージ化が進む。そのためには、

若者から高齢者まで、多様な人が、生涯を通じて能動的に社会や産業構造の変化に対応して

求められるスキルを学び続けることが重要である。

・ 大学には、産業界と連携した実践的・専門的なプログラムの開発、社会人にとって受講しやす

い環境の整備（経済的負担、時間帯、複数の高等教育機関での単位累積加算等）やオーダー

メイド型研修の実施などが求められる。また、長期雇用を前提として企業が担ってきた人材育

成に、今後、大学が参画していくことも課題となる。

○産学コラボレーション人材育成システム構築事業

・ 大学等の複数の高等教育機関と企業等の産業界が、地域もしくは特定の先進分野で活躍可能

な人材を実践的な教育を通じて育成していく産学共同による人材育成システムを構築する。そ

の際、リカレント教育や実務家教員の登用促進を取組の枢軸にすることで、大学教育がより社

会のニーズを踏まえ幅広く展開させていく。
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○地域における高等教育・国が提示する将来像と地域で描く将来像

・ （略）それぞれの地域において、高等教育機関が産業界や地方公共団体を巻き込んで、それ

ぞれの将来像となる地域の高等教育のグランドデザインが議論されるべき時代を迎えていると

考えられる。この場合に、その地域の単位は、各高等教育機関が結びつきの強い地域を中心に、

歴史や文化に裏打ちされた、経済圏や生活圏といった関わりや、昨今の国際化の状況も踏ま

えて捉えることが適切である。その際は、必要な関係者と議論していく必要がある。そのために、

地域の高等教育機関が高等教育という役割を越えて、地域社会の核となり、産業界や地方公

共団体等とともに将来像の議論や具体的な連携・交流等の方策について議論する「地域連携

プラットフォーム（仮称）」を構築することが必要である。各高等教育機関は地域の人材を育成し、

地域の行政や産業を支える基盤である。これを十分に機能させていくためには、常に地域に

おいて何が必要とされているのか、地域に対して当該高等教育機関が何を提供できるのか、等

の観点についての情報共有と連携が欠かせない。「地域連携プラットフォーム（仮称）」におい

ては、18 歳の伝統的な人材育成ニーズのみならず、リカレント教育、共同研究の在り方、まち

づくりのシンクタンクとしての機能など幅広い観点を議論する場とする必要がある。その際には、

地域の高等教育機関の経営戦略が重要であり、学長等、トップの力量と覚悟が求められる。「地

域連携プラットフォーム（仮称）」を構築する際には、地域の高等教育機関を中心として、地方

公共団体、産業界等が積極的に関わり、その果たせる役割も含め、当該地域の高等教育のグ

ランドデザインを提示していくことが重要である。地域における高等教育のグランドデザインを

描く際は、各地域の立地条件や産業状況、歴史的背景など特有の事情を考慮する必要があり、

国が直接関与するよりは、地域が「地域連携プラットフォーム（仮称）」を活用しつつ、検討を

進めていくことが適当である。一方で、議論の前提としての各種データの網羅的な収集・整備、

「地域連携プラットフォーム（仮称）」の構築への支援、連携・統合の仕組みの制度的整備な

どは国が担うべき役割である。

複数の高等教育機関、産業界、地方公共団体との恒常的な連携体制の構築

・ 地域における高等教育のグランドデザインの策定をはじめ、地域の高等教育に積極的に関わる

という観点から、複数の高等教育機関と地方公共団体、産業界が恒常的に連携を行うための

体制として「地域連携プラットフォーム（仮称）」の構築を進めるとともに、「地域連携プラット

フォーム（仮称）」において議論すべき事項等について、国による「ガイドライン」を策定する。

国公私立の枠組みを越えた連携の仕組み

・ 国公私立の設置形態の枠組みを越えて、大学等の機能の分担及び教育研究や事務の連携を

進めるなど、各大学の強みを活かした連携を可能とする制度（大学等連携推進法人（仮称））

を導入する。その際、連携を推進する制度的な見直し（例えば、単位互換制度に関連して「自

ら開設」制度の緩和等）を、質の保証にも留意しつつ、併せて検討する。なお、定員割れや

赤字経営の大学の救済とならないよう配意する。

26
　



・ 大学によっては企業と連携した実践や企業でのインターンシップなど、大学の域を超えた取り

組みを行っており、企業と大学とのリレーションが重要。

・ リカレント教育においても企業側がどういう人材を求め、大学でのカリキュラム受講後、企業内

でどのような実践・教育をやるのかなどリレーションがうまくいくと、企業が求められる人材と

のマッチングがしっかり行くのではないか。

・今後、大学と企業とのリレーション・連携がより重要である。

〔参考〕

＜日本経済団体連合会『今後の採用と大学教育に関する提案』2018.12.4 ＞

（大学と経済界との継続的対話の枠組み設置と共同での取り組み）

１．目的

　大学教育改革や企業側に求められる取り組みについて、大学と経団連の代表の間

で率直な意見交換を行い、双方の要望や考え方についての共通理解を深めるとともに、

具体的な取り組みや行動につなげる。

２．参加者

【経団連側】会長、担当副会長、関係委員長ほか

【大学側】上記の趣旨に賛同する国立大学、公立大学、私立大学の学長

（地域、規模、文系・理工系などのバランスをはかる）

３．テーマ

(1)  Society5.0 時代に産業界が求める人材（具体的な資質・能力およびスキル）

(2)  大学教育への期待

(3)  現状の新卒一括採用において期待される企業の取り組みと、中長期的な採用と大

学の対応のあり方（新卒一括採用、通年採用、中途採用、ジョブ型採用等のハイ

ブリッド型）

(4)  その他

※ トップレベルでの会合の後、実務家から構成される作業部会を設置し、共同で取り

組む事項などについて、具体的に検討する。

４．共同アクション

(1)  各大学が実施する初年次キャリア教育や、大学生１、２年生向けのキャリアセミ

ナー（各社の仕事紹介等）開催における協力

(2)  実務家教員の数の拡大に向けた協力（企業からの実務家教員の派遣、実務家教

員育成プログラムへの支援など）

(3)  インターンシップにおける連携（長期のもの、地域の産学で取り組むものなど）

(4)  新卒一括採用において、大学で学修した成果をより評価する方法の検討およびそ

の実施

(5)  その他
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・ 高等教育機関における「キャリア教育」を、将来社会的・職業的に自立し、社会の中で自分の

役割を果たしながら、自分らしい生き方を実現するための力を育成できるように充実する。そ

れには、中部圏ならではの企業そして地域の特色と力を生かし、入学時から産学官が連携して

取り組み（インターンシップの拡充等）を具体的にすすめる。

・ 企業の発想・視点からすると「見える化」は大変重要であり、高等教育においてはその取り組

みが進んでいない状況にある。中京大学が 2019 年度から実施するパソコンの必携・活用化に

より進める「学習成果の見える化」は、学習や活動の状況を自他において客観化でき、キャリ

ア教育の手段として有効である。これは学生の成長と学習の進展に寄与するとともに、就職の

採用時において、学生そして企業においても評価材料としても活用できる。高等教育機関にお

いて、「学習成果の見える化」を具体的に取り組むことが望まれる。

・ 名古屋工業大学「三機関協働支援事業」、岐阜大学「地域連携スマート金型技術研究センタ

ー」のように、地元企業と高等教育機関が連携して、企業の現場で課題を実際に解決する中で、

学生そして企業の社員も、学び合いそして人材育成していく学生向けおよびリカレント教育とし

ての「ものづくり企業との連携による教育プログラム」を具体化し充実していく。

・ 豊橋技術科学大学「実務訓練制度」のように、ものづくり企業を中心にして採用とは切り離した

「課題解決型の長期のインターンシップ」を具体化し充実していく。「ものづくり企業」の現場

を体験し、生きた課題を取り扱うことにより、大学での勉強を実践・実用する体験と「ものづく

り企業」への理解を深め魅力を知る機会となる。

・ 中部経済連合会がすすめている「企業・人材プール」は、会員企業から会員大学へ講師派遣

し講義をするものであり、企業と大学の連携による教育カリキュラムとして拡げ、内容を充実し

ていく。

・ 「地（知）の拠点大学による創生推進事業（COC+）」は大学と地域が連携する事業であり、三

重大学、岐阜大学、静岡大学、などでカリキュラムを実施するなどしているが、地域の課題

に向き合う地域との連携による教育の実践であり、地域を理解する大切な機会となっている。

2019 年度までの事業補助期間以降も、事業費の制約はあるものの、地域との連携による教育

として、内容を精査して、さらに拡げ充実していく。

・ 静岡大学における地域創造学環のように、地域に飛び込んで課題に人 と々ともに取り組み、そ

のために従来の学部の枠を超えて全学部の授業を履修できるような教育プログラムを拡げ、内

容を充実していく。

・ IT/AI 人材について、高等教育機関において取り組みが進められているが、高等教育機関と企

業の間に、質と人数について認識の齟齬がある可能性がある。世界の動きを先取りして、IT/
AIの進展や企業戦略も勘案しながら、産学官の連携・連絡を密にすることにより、「学位プロ

グラム」（学部・研究科の組織にとらわれず、学位のレベルと分野に応じて達成すべき能力を明

示し、それを修得させるように体系的に設計した教育プログラム）等を活用しつつ、学部・学

科などの人数やカリキュラムに反映していく必要がある。

・ 名古屋大学、名古屋工業大学、岐阜大学、豊橋技術科学大学等で実施する、データサイエン

ティスト（データから新しい価値の創造を見出せる人材）の育成について、産学官が連携・協力し、

中部圏ならではの教育プログラムの開発・実践を行う。
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・ 理工学部系の学生に対しては、中部地域のものづくりに生かせるよう、AI や画像認識等のカリ

キュラムの充実により、「IT×ものづくり」人材の育成を行う。

・ IT/AIのスペシャリスト教育では、先進的な英語の論文が読解できる程度の英語力が身に着つ

くようにしていく。

・ IT 関係の学部・学科において、世界の最先端の技術や知識を反映するためには、IT 企業や研究

所出身などの教員も採用していく必要があり、それに対応できる教員の待遇の改善も必要となる。

・ 中京大学で行われるようにすべての学生にパソコンを必携化して、授業にも活用し、ブライン

ドタッチができるようにする。すべての学生向けに、情報リテラシー・情報セキュリティやプロ

グラミングに関するカリキュラムを用意し実践する。

・ リカレント教育でもあるが、企業に就職してものづくり現場の課題等を把握した者を対象に、

IT の最先端の知見を有する大学にて課題解決手法を学ぶための産学共同講座を創設する。

参加者は、当該講座で課題解決に向けて改めて思考を整理しつつ、IT の品揃えについての土

地勘を涵養することが可能となる。現役学生もこうした講座に参加することにより、将来の IT
ものづくりブリッジ人材の苗床にもなる。

・ 文系・理系を問わず、大教室での一方通行の講義ではなく、ゼミ形式または地域や企業に出

向く形式で、多くの人と話し関わっていく中で考え動くプロセスを大切にするカリキュラムを充

実していく。

・ 名古屋大学が全学生向けにコモンベーシックスとリベラルアーツを柱として教養教育のさらなる

充実を図ろうとしているが、とくにリベラルアーツ教育により、幅広い視野であらゆる問題を総

合的に判断できる能力と、多様な分野の人とコミュニケーションできる能力を身につけることが

できると考えられることから、リベラルアーツ教育の充実を進めていく。この意味で人文社会

系分野への期待は大きい。

・ すべての学生そして初年次だけでなく全学年次の各段階において、英語を教室での教育では

なく、留学や交流・体験の中で体得するとともに、専門教育の中でも活用するカリキュラムを用

意し実践する。

・ 豊橋技術科学大学のＧＡＣのように、日本人学生と留学生が勉強そして生活を共にするような

仕組みを広げる。

・ 産学官連携により、海外留学プログラムの充実や、留学促進のための支援（学生の経済的負担

の軽減）をする。

・ 名古屋大学、岐阜大学、名古屋工業大学、豊橋技術科学大学等で実施されているジョイント・

ディグリーやダブル・ディグリーなどを拡充することにより、海外の大学との教育連携を推進する。

・ 留学生そして日本の学生向けにも、英語により履修可能なカリキュラムを増やすとともに内容も

充実させる。そのためにも、教員の英語能力向上を図る必要がある。

・ 9月入学をさらに充実し、世界から優秀な学生・教員を招致（必要に応じ、経済的支援、居住

支援等を行う）することにより、世界的にも認知される大学を作る。

・ 留学生と産業界との交流機会を広げ、日本企業への理解促進、そして留学生に対する就職支

援を充実する。

・ 高等教育機関の国際化を推進するため、日本への留学希望が多い国や日本企業の進出の多い

東南アジアを中心とした国に、海外拠点の設置をする。その設置にあたっては、企業および地

域も支援していく。
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・ イノベーションを創出できる人材は複眼的なものの見方ができることが必要であり、そのために

はリベラルアーツや近接領域の科目の学修とともに、「デザイン思考」を習得する機会やカリキ

ュラムの創出を図っていく。

・ 「尖った人材」がイノベーションを創出できる人材になる可能性が高いと思われるが、高等教育

においてそのような人材を受け入れ、または発掘し、育成していくか、その方法や体制につい

て検討・実践していく。

・ 豊橋技術科学大学が実施を予定しているように、学部学生へのアントレプレナー教育のカリキ

ュラム化の拡大をする。

・ 中部経済連合会で実施している「中部圏イノベーション促進プログラム」のさらなる充実や、名

城大学の課外教育であるハッカソンイベント「ＨＡＣＫ Ｕ」のような課外教育の拡充、アント

レプレナー成功者やイントレプレナー（社内起業家）と学生との交流機会の増大等による学

生への刺激・気づきの供与をすすめる。

・ 従来の高等教育機関内のカリキュラムだけでなく、キャンパスベンチャーグランプリへの参加な

ども活用して、ベンチャーの立ち上げやイノベーション力強化を実践していく仕組みをつくる。

・ 高等教育機関のインキュベーション施設の拡充や、地域のインキュベーション施設の創設とそ

の活性化策を地域全体で検討をすすめ、高等教育機関と学生が参画できる中部圏のイノベー

ション創出の仕組みをつくる。

・ 名古屋工業大学の「専門人材育成講座」、豊橋技術科学大学の「ビジネススクール」等リカレ

ント教育として取り組みが始まっている。この取り組みを拡げて内容を充実するためには、企業

と連携して、どのような人をどのような内容を対象にしてカリキュラム内容、レベル、期間、費

用等を企業がどのように考えているかをしっかり把握して、「リカレント教育プログラム」を具体

化する必要がある。

　そのプログラムには、企業から実務者を教員として派遣することも必要である。

・ MOOC をはじめとする公開オンライン講座の活用等による通信教育について、高等教育機関

および企業においても拡充できるよう、受講しやすさやその内容の充実に向けて取り組みをす

すめる。

・ リカレント教育において、その学習の成果を見える化（修了証等）することにより、企業内の

評価をやりやすくするとともに、企業としては、専門技術等の修得だけではなく、人的交流に

より刺激を受けることも大切な要素として、リカレント教育に取り組んでいく。

・ 産学官連携して高等教育そして人材育成を検討することは大切であり、今回本研究会において、

産学官が一堂に会し、検討・議論し、報告書を発信する意義は大きいと考える。

・ このような場があることにより、産学官連携が具体化実践していくものであり、中部圏社会経

済研究所を事務局とする『産学官連携高等教育協議会（仮称）』として開催していきたい。
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産学官連携高等教育研究会　名簿（順不同・敬称略）

（所属・役職は 2019 年 3 月 31 日現在）

研究会委員

（第 1 回）

（第 2 ～４回）

国立大学法人名古屋大学 副総長（入試・学生支援担当）  木俣　元一

 国立大学法人名古屋工業大学 副学長（学務・入試担当）  井門　康司

 国立大学法人岐阜大学 理事 副学長 教育推進・学生支援機構長 江馬　　諭

 国立大学法人三重大学 教育担当理事・副学長   山本　俊彦

 国立大学法人豊橋技術科学大学理事・副学長（研究・学務担当） 寺嶋　一彦

 学校法人梅村学園 中京大学 執行役員・企画局長   松尾　貴光

 学校法人名城大学 常勤理事・副学長     磯前　秀二

 経済産業省中部経済産業局 地域経済部 地域人材政策室長  片桐　祐子

 一般社団法人中部経済連合会 企画部長    森　　浩英

 名古屋商工会議所 中小企業部 会員サービスユニット長  安部　浩二

 岐阜商工会議所 総務部 総務管理課長    市川　元英

 津商工会議所 総務部 企画・会員サービス課長   奥田　浩司

 岐阜プラスチック工業株式会社 総務部長    山口　英俊

 中部電力株式会社 人事センター 人材活躍支援グループ長  水野　博之

株式会社デンソー 人事部 人員計画・採用室 採用 1 課長  北村　雅美

 株式会社デンソー 人事部 人員計画・採用室 採用 1 課 担当部長 手操　能彦

豊通ヒューマンリソース株式会社 人事開発部 部長   廣岡　　学

 日本ガイシ株式会社 人事部 採用グループマネージャー  小川　保典

 日本トランスシティ株式会社 人事部 部長補佐   橋本　　敦

 株式会社三菱ＵＦＪ銀行 人事部 上席調査役    岡田　照昌
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　中部圏は、我が国のものづくり産業の中心地として発展してきたが、IoT、AIといった新たな技術革新時代
を迎え、次世代の産業を新たに構築していくことが喫緊の課題となっており、既存産業を高度化させるとともに
新たな産業を推進するためには、それを担う人材の育成が大変重要であり、大学をはじめとする高等教育機関
だけでなく、産学官連携して取り組むべき課題である。

〇東海地域における Society5.0 の実現に向けたリスク・課題
（東海産業競争力協議会事務局が各機関の報告書等をもとに整理した項目を参考に事務局にて作成）

・（EV シフトや自動運転の進展に伴う構成部品の変化による）東海地域の優位性の低下

・（柔軟なネットワーキングの中から）新たなビジネスの創出

 ・第四次産業革命に対応するための IT人材の必要性の高まり

・（AI・ロボット導入、新たな就業ニーズに対応する）就業構造の変化

・（労働人口減少に対応する）多様な人材の活躍推進

〇リニア中央新幹線の開通によるスーパー・メガリージョンの形成

〇大学への進学者数の減少

・ 自ら課題を見つけ、行動し、解決できる人材や、グローバルを含め踏み込んだコミュニケーションができる人材。

・ 商品開発においては、柔軟な創造力と、発想力（本当にユーザーが何を求めているのか等）が必要。

・ 働くことを早く意識し、学生時代に何をすべきなのかを考え過ごしてほしい。

・ ものの考え方、そこに到達するまでのプロセス、論理的な思考などをしっかり学ぶこと。

＜ IT/AI の活用に向けた人材＞

・ IT による労働力の補完、情報セキュリティ、新ビジネス展開等に向けなど、IT人材は企業規模を問わず必
要であるが、IT人材の採用には苦戦しており、IT/AIが専門でない学生がIT/AIを学び、育成ができるとよい。

・ ITスキル、リテラシーを学習して社会に出る必要。

・ IT/AI が専門ではない学部の学生が、IT/AI を学んで、社会に貢献できるような「IT/AI×もともと本人
がやりたかったこと」というような育成ができるとよい。

・ キャリアデザインとサポートをしっかり考える必要があり、企業と大学がどのような協力ができるか考えて
いく必要がある。

・ リカレント教育にインセンティブを与えることにより、自ら手を挙げていく人材を社会で育てていくことが課題。

・ リカレント教育においては、最先端の技術のノウハウを習得するとともに、人的ネットワーク、情報交換も大切。

＜ IT人材の育成＞

・ （課題解決・価値創造のスキルと ITスキルの橋渡しを行う）「IT ものづくりブリッジ人材」となる「基盤的ス
キル」を持った人材が不足しており、採用・育成に苦慮。「高次化したスキル」をもつ人材への育成については、
ジョブローテーションでは部門をまたぐシステム開発をできるようにはなるが、専門性が育っていかない。

・ 「高次化したスキル」をもつ人材への育成にあたっては、海外留学にも出しているが、まだ時間がかかる。

・専攻の学習を深め、イノベーティブな人材育成… 工学部・工学研究科改組〔名古屋大学〕〔岐阜大学〕、
6 年一貫教育〔名古屋工業大学〕

・教養教育の改革… 「基礎セミナー」の充実（コモンベーシックス（ITリテラシーを含む）、リベラルアーツ、
専門の基礎を全学部生が履修）〔名古屋大学〕

・グローバル教育…海外留学プログラム〔名古屋大学〕、グローバルアーキテクト養成コース〔豊橋技術科学大学〕

・インターンシップ…実務訓練制度〔豊橋技術科学大学〕

・企業課題の実践学習… 地域連携スマート金型技術連携センター〔岐阜大学〕、
工場長養成塾，三機関協働支援事業〔名古屋工業大学〕

・地域創生… 三重創生ファンタジスタの養成〔三重大学〕、
豊田市高等教育活性化推進プラットフォーム〔中京大学〕

・アントレプレナー教育…ビジネススクールプログラム〔豊橋技術科学大学〕

・学生への刺激・気づきの供与…オナーズプログラム、デザイン思考ワークショップ等〔名城大学〕

＜ IT 教育＞

・ 数理データサイエンティスト育成…数理データサイエンティスト教育の協力校に選定され、拠点校により開
発されたソフトを活用し、ｅラーニングなどにより大学内外に広めていく。〔名古屋大学・岐阜大学・三重大学〕

〔豊橋技術科学大学〕

・ パソコン必携化…ＩＴリテラシーのベースになることを期待するとともに、学習成果の見える化による学生
の成長に大学教職員が関与していく。〔中京大学〕
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〇中部圏ならではの「ものづくり企業を中心とした企業との連携」や「地域社会との連携」による教育と人材育成
・ 「キャリア教育」のため、中部圏の企業・地域の特色と力を生かし、入学時から産学官が連携してインター
ンシップの拡充等に取り組んでいく。

・ 「学習成果の見える化」は学習や活動の状況を自他において客観化でき、キャリア教育の手段として有効
であるため具体的に取り組むことが望まれる。

・ 地元企業の課題を実際に解決する中で、学生そして企業の社員も、学び合いそして人材育成していく「も
のづくり企業との連携による教育プログラム」を具体化し充実していく。

・ 「地（知）の拠点大学による創生推進事業（COC+）」の事業補助期間以降も、地域との連携による教育とし
て、さらに充実していく。

〇 Society5.0 に向けた人材育成
・ IT/AI 人材の質と人数について IT/AI の進展や企業戦略も勘案しながら、産学官の連携・連絡を密にす
ることにより、「学位プログラム」等を活用しつつ、学部・学科などの人数やカリキュラムに反映していく。

・ データサイエンティストの育成について、産学官が連携・協力し、中部圏ならではの教育プログラムの開発・
実践を行う。

・ 理工学部系の学生に対しては、中部地域のものづくりに生かせるよう、AI や画像認識等のカリキュラムの
充実により、「IT ×ものづくり」人材の育成を行う。

・ IT 関係の学部・学科における教員の充実。
・ すべての学生にパソコンを必携化して、授業にも活用し、ブラインドタッチができるようにする。また、情
報リテラシー・情報セキュリティやプログラミングに関するカリキュラムを用意し実践する。

・ ものづくり現場の課題等を把握した人を対象に、IT の最先端の知見を有する大学にて課題解決手法を
学ぶための産学共同講座を創設する。現役学生もこうした講座に参加することにより、将来の IT ものづ
くりブリッジ人材の苗床にもなる。

〇さらなるグローバル化に向けた幅広い視野・教養、語学力、発信・コミュニケーション力の高い人材育成
・ ゼミ形式や地域・企業に出向き、考え動くプロセスを大切にするカリキュラムを充実していく。
・ 幅広い視野で総合的に判断できる能力とコミュニケーション能力を身につけることができると考えられる
ことから、リベラルアーツ教育の充実を進めていく。

・ 英語を教室での教育ではなく、留学や交流・体験の中で体得するとともに、専門教育の中でも活用する
カリキュラムを用意し実践する。

・ 産学官連携により、海外留学プログラムの充実や、留学促進のための支援（学生の経済的負担の軽減）
をする。

・ジョイントディグリーなどの拡充による海外の大学との教育連携を推進する。
・ 留学生そして日本の学生向けにも、英語により履修可能なカリキュラムを増やすとともに内容も充実させる。

〇イノベーション力強化に向けた人材育成
・ イノベーションを創出できる人材は複眼的なものの見方ができることが必要であるため、リベラルアーツや
近接領域の科目の学修とともに、「デザイン思考」を習得する機会やカリキュラムの創出を図っていく。

・ 「尖った人材」がイノベーションを創出できる人材になる可能性が高いと思われるが、いかに発掘し、社会・
企業で活かしていくか、検討していく。

・ 学部学生へのアントレプレナー教育のカリキュラム化の拡大をする。
・ 課外教育の拡充、アントレプレナー成功者やイントレプレナー（社内起業家）と学生との交流機会の増
大等による学生への刺激・気づきの供与をすすめる。

・ ベンチャーの立ち上げやイノベーション力強化を実践していく仕組みをつくる。
・ 地域のインキュベーション施設の創設とその活性化策を地域全体で検討をすすめ、高等教育機関と学生
が参画できる中部圏のイノベーション創出の仕組みをつくる。

〇リカレント教育
・ 企業と連携して、リカレント教育の対象、カリキュラム内容、レベル、期間、費用等をしっかり把握して、「リ
カレント教育プログラム」を具体化する必要。そのプログラムには、企業から実務者を教員として派遣す
ることも必要。

・ MOOC をはじめとする公開オンライン講座の活用等による通信教育について、高等教育機関および企業
においても拡充できるよう、受講しやすさやその内容の充実に向けて取り組みをすすめる。

・ リカレント教育においてもその学習の成果を見える化（修了証等）することにより企業内の評価に結びつけ
ることや、人的交流により刺激を受けることにより、リカレント教育に対する内発的動機の醸成を図っていく。

・ リカレント教育を積極的に取り組んでいくためには、働き方改革の進展も踏まえ、企業側のリカレント教
育への考え方・姿勢そして評価を整える必要がある。

〇産学官連携の継続
・ 産学官連携して高等教育そして人材育成を検討することは大切であり、産学官が一堂に会し、検討・議論する
意義は大きく、今後も中部圏社会経済研究所を事務局として『産学官連携高等教育協議会（仮称）』として開催。
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名古屋大学「ビジネス人材育成センターについて」
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年
次
報
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会
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ー
ベ
ル
賞
受
賞
者
を
迎
え
華
や
か
に
実
施
し
ま
し
た
。

国
際
教
育
企
画
　
セ
ミ
ナ
ー
の
様
子

　
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
、「
★
国
際
教
育
企
画
」
と

し
て
、
大
学
院
生
自
ら
が
企
画
・
立
案
・
実
行
す
る
、

新
研
究
分
野
を
切
り
開
く
た
め
の
セ
ミ
ナ
ー
や
複
数

の
分
野
の
境
界
領
域
を
開
拓
す
る
た
め
の
ワ
ー
ク

シ
ョ
ッ
プ
を
、
毎
年
実
施
し
て
い
ま
す
。
こ
れ
ま
で

に
「
異
分
野
融
合
研
究
コ
ン
テ
ス
ト
」「
バ
イ
オ
イ

ン
フ
ォ
マ
テ
ィ
ク
ス
へ
の
招
待
」「
未
来
を
切
り
拓

く
博
士
学
生
ド
ク
タ
ー
の
キ
ャ
リ
ア
を
描
く
」
等
々

の
企
画
が
実
施
さ
れ
ま
し
た
。
具
体
的
な
一
例
を

上
げ
ま
す
と
、
平
成
27
年
度
実
施
さ
れ
た
「
土
壌

で
繋
が
る
環
境
・
農
業
・
文
化
」
で
は
、
土
壌
学
者
、

文
化
人
類
学
者
、
環
境
学
者
、
稲
作
農
家
を
招
き
、

「
土
壌
」
を
中
心
テ
ー
マ
と
し
て
環
境
・
社
会
問
題

か
ら
農
業
、
文
化
な
ど
多
岐
に
わ
た
る
事
案
を
理

解
す
る
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
ま
し
た
。
こ
れ
は
、
近
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す

る
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」
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位
記
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グ
リ
ー
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自
然
科
学
国
際
教
育
研
究
プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
修
了
を
付
記

理
工
農
分
野
協
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大
学
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研
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連
携
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よ
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い
学
位
プ
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［
修
了
者
数
（
主
な
進
路
）（
見
込
含
む
）］
 平
成
26
年
度
修
了
22
名
／
平
成
27
年
度
修
了
25
名
／
平
成
28
年
度
修
了
33
名
／
平
成
29
年
度
修
了
20
名

大
学
33
名
／
民
間
企
業
等
50
名
／
公
的
研
究
機
関
等
9名
／
官
公
庁
等
1名

［
学
生
募
集
人
数
］ 
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名
／
年

［
留
学
生
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社
会
人
の
割
合
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0％

［
参
画
研
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科
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専
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］ 
3研
究
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8専
攻

〈
理
学
研
究
科
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質
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学
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理
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〈
工
学
研
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科
〉
化
学
・
生
物
工
学
、
物
質
制
御
工
学
、
結

晶
材
料
工
学（
在
学
生
が
終
了
ま
で
名
称
継
続
使
用
）有
機
・

高
分
子
化
学
、
応
用
物
質
化
学
、
生
命
分
子
工
学
（
平
成

29
年
度
4月
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更
）
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術
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人
類
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今
日
直
面
す
る
環
境
や
エ
ネ
ル
ギ
ー
問

題
を
恒
久
的
に
解
決
し
、
持
続
可
能
な
社
会
の
発

展
を
実
現
す
る
こ
と
は
、
現
代
科
学
に
課
せ
ら
れ

た
最
も
重
要
な
課
題
で
す
。
そ
し
て
、
こ
の
難
題

に
対
処
す
る
た
め
の
新
し
い
教
育
研
究
シ
ス
テ
ム

の
構
築
や
、
問
題
解
決
を
担
う
国
際
的
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ー
ダ
ー

の
育
成
は
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大
学
院
高
等
教
育
に
対
す
る
時
代

の
要
請
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
で

は
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シ
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ズ
を
産
業
に
育
て
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企
業
研
究
者
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新

発
想
を
学
術
領
域
に
育
て
る
ア
カ
デ
ミ
ア
研
究
者
、

国
際
社
会
で
活
躍
す
る
環
境
科
学
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ー
デ
ィ
ネ
ー

タ
ー
・
メ
ン
タ
ー
の
育
成
を
め
ざ
し
ま
す
。
こ
れ
ら
の

人
物
に
共
通
に
持
つ
べ
き
資
質
を
大
き
く
4つ
と
と

ら
え
、
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.全
体
を
見
渡
す
科
学
力
と
社
会
性
-環

境
問
題
に
対
す
る
俯
瞰
力
。
2 
.基
礎
研
究
か
ら
応

用
成
果
を
引
き
出
す
展
開
力
。
3 
.地
球
規
模
で
活

動
す
る
国
際
性
。
4．
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ー
ダ
ー
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プ
力
。
こ
の
4

つ
の
力
の
涵
養
を
目
的
に
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
設
計
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ま

し
た
。
特
に
プ
ロ
グ
ラ
ム
設
計
に
あ
た
る
基
本
理

念
と
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て
、
単
純
選
抜
よ
り
切
磋
琢
磨
、
主
役
は

常
に
学
生
で
あ
り
学
生
が
輝
く
プ
ロ
グ
ラ
ム
、
教
育

成
果
の
可
視
化
、
キ
ャ
リ
ア
パ
ス
支
援
、
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子
学

生
支
援
を
中
心
に
考
え
て
い
ま
す
。
優
秀
な
教
員

と
学
生
、
若
手
研
究
者
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切
磋
琢
磨
し
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由
に

ま
た
の
び
や
か
に
発
展
で
き
る
環
境
づ
く
り
が
で
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れ
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5
年
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年
先
、
リ
ー
ダ
ー
人
材
の
育
成

と
し
て
、
ま
た
新
し
い
研
究
成
果
と
し
て
本
プ
ロ
グ

ラ
ム
は
必
ず
結
実
す
る
と
確
信
し
て
い
ま
す
。

次
世
代
の
グ
リ
ー
ン
自
然
科
学
の

た
め
の
人
材
育
成

隣
住
民
ま
で
を
含
み
多
く
の
聴
衆
を
集
め
ま
し
た
。

こ
の
企
画
は
科
学
と
社
会
を
繋
い
だ
と
言
う
理
由

で
、
高
い
評
価
を
得
、
こ
れ
を
機
に
、
新
た
な
企

画
と
し
て
ア
ウ
ト
リ
ー
チ
セ
ミ
ナ
ー
も
開
始
さ
れ
ま

し
た
。
プ
ロ
グ
ラ
ム
か
ら
提
供
さ
れ
た
メ
ニ
ュ
ー
に

と
ど
ま
ら
ず
、
自
ら
企
画
し
学
び
合
う
シ
ス
テ
ム
が

動
き
始
め
ま
し
た
。
ま
さ
に
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
目
指

し
て
い
る
自
主
性
の
開
花
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。

名
古
屋
大
学

オ ー ル ラ ウ ン ド 型

オ
ー
ル
ラ
ウ
ン
ド
型

支
援
期
間
：
平
成
24
-3
0年
度

G
02

名 古 屋 大 学

D
A
T
A

お
問
い
合
わ
せ
先
：
05
2-
78
9-
35
95
　
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
：
ht
tp
:/
/w
w
w
.p
hd
pr
o.
le
ad
in
g.
na
go
ya
-u
.a
c.
jp
/

Ph
Dプ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
登
龍
門

P
hD

 P
ro

fe
ss

io
na

l: 
G

at
ew

ay
 t

o 
Su

cc
es

s 
in

 F
ro

nt
ie

r 
A

si
a

グ
ロ
ー
バ
ル
な
も
の
づ
く
り
ビ
ジ
ネ
ス
の
展
開
を
支
え
る
こ
と
の
で
き
る
人
材
、
博
士
号
を
持
ち
な
が
ら
社
会
の
各
分
野
に
お
い
て
リ
ー
ダ
ー
と
し
て

実
践
的
に
活
躍
す
る
職
業
人
と
し
て
の
「
P
hD
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
」
を
養
成
し
ま
す
。

［
学
位
記
の
内
容
］

博
士
号
学
位
記
に
「
博
士
課
程
教
育
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
Ph
D
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
登
龍
門
）」
の
修
了
を
付
記

　
日
本
経
済
が
か
つ
て
の
活
力
を
取
り
戻
す
た
め

に
は
、
今
後
の
高
成
長
が
期
待
さ
れ
る
中
国
、
韓

国
な
ど
の
近
隣
ア
ジ
ア
を
超
え
た
「
フ
ロ
ン
テ
ィ

ア
・
ア
ジ
ア
」
諸
国
と
の
共
生
を
通
じ
た
製
造
業

の
再
生
と
い
う
次
世
代
の
成
長
戦
略
を
描
き
、
そ

の
実
現
へ
と
導
く
人
材
の
育
成
が
急
務
の
課
題
で

す
。
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
ビ
ジ

ネ
ス
展
開
・
連
携
を
見
据
え
た
「
も
の
づ
く
り
ビ

ジ
ネ
ス
」
を
支
え
る
こ
と
が
で
き
る
人
材
、
博
士

号
を
持
ち
な
が
ら
社
会
の
各
分
野
に
お
い
て
リ
ー

ダ
ー
と
し
て
活
躍
す
る
職
業
人
と
し
て
の
「
P
hD

プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
」
を
文
系
・
理
系
の
境
界

を
超
え
て
養
成
し
ま
す
。

　
名
古
屋
大
学
は
、
ノ
ー
ベ
ル
賞
受
賞
者
6
名
に

象
徴
さ
れ
る
研
究
に
裏
打
ち
さ
れ
た
教
育
を
提
供

し
、
高
度
な
専
門
性
を
持
っ
た
人
材
を
輩
出
し
て
き

ま
し
た
が
、
彼
ら
の
社
会
進
出
は
必
ず
し
も
進
ん
で

い
ま
せ
ん
。
我
々
は
、
そ
の
理
由
は
専
門
性
の
不
足

で
は
な
く
、
専
門
性
を
社
会
で
実
践
的
に
活
用
す
る

た
め
の
能
力
の
不
足
で
あ
る
と
考
え
ま
す
。

本
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
、
博
士
号
取
得
者
が
持
つ
高

度
な
専
門
性
を
「
コ
ア
」、
国
際
的
・
実
践
的
な
環

境
で
コ
ア
を
活
用
す
る
能
力
を
「
ス
ポ
ー
ク
」
と

も
の
づ
く
り
再
生
に
向
け
て

─
─
グ
ロ
ー
バ
ル
展
開
を
支
え
る
人
材
養
成

コ
ア
・
ス
ポ
ー
ク
モ
デ
ル

─
─
高
度
な
専
門
性
と
そ
の
活
用
能
力

位
置
づ
け
、「
コ
ア
」
は
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
連
携
の

も
と
所
属
す
る
各
研
究
科
・
専
攻
の
カ
リ
キ
ュ
ラ

ム
に
応
じ
学
修
を
進
め
る
一
方
、「
ス
ポ
ー
ク
」
は

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
活
動
を
通
じ
て
養
成
し
ま
す
。「
ス

ポ
ー
ク
」
能
力
を
身
に
付
け
る
た
め
、
海
外
研
修
、

各
界
ト
ッ
プ
リ
ー
ダ
ー
に
よ
る
ト
ッ
プ
リ
ー
ダ
ー

ト
ー
ク
、
プ
ロ
フ
ェ
ッ
シ
ョ
ナ
ル
・
デ
ィ
ベ
ロ
ッ

プ
メ
ン
ト
、
メ
ン
タ
ー
指
導
な
ど
多
彩
な
教
育

コ
ー
ス
を
展
開
し
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
総
仕
上
げ
と

し
て
、
学
生
自
身
の
提
案
に
基
づ
く
自
律
的
な
問

題
発
見
・
課
題
想
定
・
解
決
ま
で
の
プ
ロ
セ
ス
を

実
践
さ
せ
る
キ
ャ
リ
ア
創
成
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
登
龍

門
を
実
施
し
ま
す
。

　
グ
ロ
ー
バ
ル
に
活
躍
す
る
た
め
に
は
、
英
語
力

だ
け
で
な
く
、
異
文
化
理
解
力
や
発
言
へ
の
積
極

性
が
必
要
に
な
り
ま
す
。
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
、

ブ
リ
テ
ィ
ッ
シ
ュ
・
カ
ウ
ン
シ
ル
と
連
携
し
、
プ

グ
ロ
ー
バ
ル
発
信
力
の
獲
得

 ─
─
語
学
力
と
異
文
化
理
解
を
通
じ
て

レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
や
ア
カ
デ
ミ
ッ
ク
・
ラ
イ

テ
ィ
ン
グ
な
ど
に
加
え
、
社
会
や
制
度
の
背
景
に

あ
る
文
化
的
側
面
へ
の
理
解
を
含
め
た
語
学
教

育
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
設
定
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

名
古
屋
大
学
が
米
国
・
ノ
ー
ス
カ
ロ
ラ
イ
ナ
州
に

設
け
て
い
る
拠
点
を
活
用
し
た
「
ア
ン
ビ
シ
ョ
ン

キ
ャ
ン
プ
」
を
実
施
し
、
新
産
業
創
造
の
活
発
な

土
壌
に
お
い
て
、
企
業
家
精
神
や
企
業
社
会
の
あ

り
方
に
つ
い
て
、実
践
的
な
教
育
を
提
供
し
ま
す
。

米
国
・
ノ
ー
ス
カ
ロ
ラ
イ
ナ
州
：
ア
ン
ビ
シ
ョ
ン
キ
ャ
ン
プ
で
の
様
子

年
次
進
行
：
異
な
る
分
野
・
文
化
の
理
解
か
ら
自
主
的
・
自
律
的
な
問
題
解
決
能
力
の
取
得
へ
段
階
的
に
進
め
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
群

［
学
生
募
集
人
数
］ 
20
名
／
年

［
留
学
生
・
社
会
人
の
割
合
］ 
50
%
・
0%

［
参
画
研
究
科
・
専
攻
等
］ 
13
研
究
科
・
47
専
攻

〈
人
文
学
研
究
科
〉
人
文
学
〈
教
育
発
達
科
学
研
究
科
〉
教

育
科
学
、
心
理
発
達
科
学
〈
法
学
研
究
科
〉総
合
法
政
〈
経

済
学
研
究
科
〉
社
会
経
済
シ
ス
テ
ム
、
産
業
経
営
シ
ス
テ
ム

〈
理
学
研
究
科
〉
素
粒
子
宇
宙
物
理
学
、
物
質
理
学
、
生
命

理
学
〈
医
学
系
研
究
科
〉総
合
医
学
、
医
科
学
、
看
護
学
、

医
療
技
術
学
、
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
療
法
学
〈
工
学
研
究

科
〉
有
機
・
高
分
子
化
学
、
応
用
物
質
化
学
、
生
命
分
子

工
学
、
応
用
物
理
学
、
物
質
科
学
、
材
料
デ
ザ
イ
ン
工
学
、

物
質
プ
ロ
セ
ス
工
学
、
化
学
シ
ス
テ
ム
工
学
、
電
気
工
学
、

電
子
工
学
、
情
報
・
通
信
工
学
、
機
械
シ
ス
テ
ム
工
学
、

マ
イ
ク
ロ
・
ナ
ノ
機
械
理
工
学
、
航
空
宇
宙
工
学
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
理
工
学
、
総
合
エ
ネ
ル
ギ
ー
工
学
、
土
木
工
学
〈
生

命
農
学
研
究
科
〉生
物
圏
資
源
学
、生
物
機
構・
機
能
科
学
、

応
用
分
子
生
命
科
学
、
生
命
技
術
科
学
〈
国
際
開
発
研
究

科
〉国
際
開
発
、
国
際
協
力
〈
多
元
数
理
科
学
研
究
科
〉多

元
数
理
科
学
〈
環
境
学
研
究
科
〉
地
球
環
境
科
学
、
都
市

環
境
学
、
社
会
環
境
学
〈
情
報
学
研
究
科
〉
計
算
機
数
理

科
学
、
情
報
シ
ス
テ
ム
学
、メ
デ
ィ
ア
科
学
、
複
雑
系
科
学
、

社
会
シ
ス
テ
ム
情
報
学
〈
創
薬
科
学
研
究
科
〉基
盤
創
薬
学

［
国
内
外
連
携
・
協
力
大
学
等
］ 
大
学
2

エ
ジ
ン
バ
ラ
大
学
／
ノ
ー
ス
カ
ロ
ラ
イ
ナ
州
立
大
学

［
連
携
・
協
力
企
業
等
］ 
企
業
11
、
地
方
公
共
団
体
3

東
海
テ
レ
ビ
放
送
／
ト
ヨ
タ
自
動
車
／
中
部
電
力
／
中
日
新

聞
社
／
デ
ン
ソ
ー
／
日
本
ガ
イ
シ
／
大
垣
共
立
銀
行
／
東
海

メ
デ
ィ
カ
ル
プ
ロ
ダ
ク
ツ
／
日
本
ア
イ
・
ビ
ー
・
エ
ム
／
ダ
イ

ド
ー
／
東
海
東
京
フ
ィ
ナ
ン
シ
ャ
ル
・
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
／

愛
知
県
／
名
古
屋
市
／
中
部
経
済
産
業
局

［
修
了
者
数
（
主
な
進
路
）（
見
込
含
む
）］
 平
成
29
年
度
修
了
11
名

大
学
5名
／
民
間
企
業
等
4名
／
公
的
研
究
機
関
等
1名

モ
ン
ゴ
ル
：
橋
本
孝
之
・
日
本
IB
M
副
会
長
に
よ
る
ト
ッ
プ
リ
ー

ダ
ー
ト
ー
ク

名
古
屋
大
学

104
名古屋大学「グリーン自然科学国際教育研究プログラム」／名古屋大学「ＰｈＤプロフェッショナル登竜門」
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間
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名 古 屋 大 学
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問
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せ
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：
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ロ
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宇
宙
開
拓
リ
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ダ
ー
養
成
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ロ
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ラ
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「
確
固
た
る
基
礎
力
」
と
「
高
い
専
門
性
に
立
脚
し
た
俯
瞰
能
力
」
を
コ
ア
と
し
、「
企
画
立
案
能
力
」「
実
践
能
力
」「
組
織
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
能
力
」「
問

題
解
決
能
力
」「
国
際
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
」
を
兼
ね
備
え
、
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
「
宇
宙
」
利
用
拡
大
を
も
た
ら
す
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
牽
引
す
る

国
際
的
リ
ー
ダ
ー

［
学
位
記
の
内
容
］

博
士（
理
学
）、
博
士（
工
学
）、
博
士
*（
環
境
学
）、
博
士
*（
情
報
学
）の
い
ず
れ
か
の
学
位
を
授
与
し
、学
位
記
に「
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
宇
宙
開
拓
リ
ー
ダ
ー
養
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
」の
修
了
を

付
記
 

＊
環
境
学
お
よ
び
情
報
学
専
攻
の
学
生
も
受
け
入
れ
て
い
る
た
め

　
宇
宙
は
人
類
に
残
さ
れ
た
最
大
の
フ
ロ
ン

テ
ィ
ア
で
あ
り
、
人
類
の
さ
ら
な
る
進
歩
へ
の

鍵
を
握
り
ま
す
。
過
酷
な
宇
宙
環
境
へ
の
挑
戦

は
最
先
端
技
術
の
開
発
を
促
し
、
新
た
な
産
業

の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
を
も
た
ら
す
源
泉
と
し
て

無
限
の
可
能
性
を
秘
め
て
い
ま
す
。
宇
宙
の
開

拓
は
、
理
学
・
工
学
の
様
々
な
要
素
を
必
要
と

す
る
総
合
科
学
で
あ
り
、
ひ
と
つ
の
分
野
に
閉

じ
こ
も
ら
ず
、
様
々
な
角
度
か
ら
の
ア
プ
ロ
ー

チ
を
有
機
的
に
組
み
合
わ
せ
な
け
れ
ば
達
成
す

る
事
が
出
来
ま
せ
ん
。
そ
の
た
め
、
高
い
専
門

性
と
広
い
知
識
を
持
ち
グ
ロ
ー
バ
ル
な
舞
台
で

競
え
る
リ
ー
ダ
ー
が
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
「
宇
宙
」

の
開
拓
に
切
望
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
、
航
空
宇
宙
産
業
の
中

核
で
あ
る
中
部
地
区
に
あ
る
名
古
屋
大
学
の
特

長
を
活
か
し
、「
宇
宙
」
を
基
軸
と
し
て
最
先
端

の
知
見
や
技
術
を
俯
瞰
的
視
野
で
統
合
し
産
業

に
も
活
か
す
国
際
的
リ
ー
ダ
ー
を
次
世
代
産
業

に
広
く
輩
出
し
、
そ
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
通
し

て
市
民
生
活
の
向
上
に
寄
与
す
る
宇
宙
利
用
の

拡
大
に
つ
な
げ
る
こ
と
を
目
指
し
て
い
ま
す
。

フ
ロ
ン
テ
ィ
ア「
宇
宙
」利
用
拡
大
を

も
た
ら
す
国
際
的
リ
ー
ダ
ー
育
成

　
本
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
は
、
学
生
が
自
分
自
身
の
経

験
を
通
し
て
成
長
す
る
こ
と
を
重
視
し
て
お
り
、

そ
の
中
核
と
な
る
C
hu
bu
Sa
t実
践
プ
ロ
グ
ラ

ム
で
は
、
名
古
屋
大
学
が
主
導
す
る
産
学
協
同
人

工
衛
星
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
あ
る
C
hu
bu
Sa
t衛

星
を
活
用
し
た
宇
宙
開
発
・
宇
宙
利
用
を
実
践
し

ま
す
。
そ
こ
で
は
、
実
験
を
あ
ら
か
じ
め
決
め
ら

れ
た
手
順
通
り
に
こ
な
す
の
で
は
な
く
、
異
な
る

分
野
に
所
属
す
る
5 
- 
8名
の
チ
ー
ム
で
学
生
が

主
体
と
な
っ
て
切
磋
琢
磨
し
、
失
敗
を
乗
り
越

え
な
が
ら
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
を
計
画
・
推
進
す
る

こ
と
に
よ
り
、
異
分
野
間
の
学
生
の
交
流
を
進

め
る
と
と
も
に
「
企
画
立
案
能
力
」「
組
織
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
能
力
」「
問
題
解
決
能
力
」
な
ど
、
広

く
産
業
の
発
展
を
リ
ー
ド
す
る
の
に
必
要
な
能

力
を
養
成
し
ま
す
。
C
hu
bu
Sa
t実
践
プ
ロ
グ

ラ
ム
で
は
、
学
生
が
提
案
し
た
ミ
ッ
シ
ョ
ン
が

C
hu
bu
Sa
t- 
2 
に
採
用
さ
れ
、
成
果
を
挙
げ
て

い
ま
す
。

学
生
の
自
主
性
・
実
践
を
重
視
し
た

リ
ー
ダ
ー
養
成

　
そ
の
他
、
3ヶ
月
程
度
の
イ
ン
タ
ー
ン
シ
ッ
プ

で
は
、
海
外
研
究
機
関
で
の
グ
ロ
ー
バ
ル
な
研
究

環
境
を
体
験
す
る
こ
と
で
「
国
際
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
能
力
」
を
実
践
・
養
成
し
、
企
業
で
の
実

践
的
環
境
を
体
験
す
る
こ
と
で
視
野
を
広
げ
「
実

践
能
力
」
を
身
に
つ
け
る
と
と
も
に
キ
ャ
リ
ア
パ

ス
に
つ
な
げ
ま
す
。

C
hu
bu
S
at
実
践
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
お
い
て
学
生
が
設
計
し
た
検
出

器
構
造
を
振
動
試
験

宇
宙
開
拓
リ
ー
ダ
ー
に
必
要
と
な
る
素
養
・
専
門
性
と
実
践
を
重
視
し
た
教
育
体
系

学
生
主
催
企
画
に
お
い
て
グ
ル
ー
プ
ワ
ー
ク
で
社
会
的
課
題
を
議
論

［
学
生
募
集
人
数
］

30
名
／
年
（
24
～
25
年
度
）、
20
名
／
年
（
26
～
29

年
度
）

［
留
学
生
・
社
会
人
の
割
合
］ 
36
%
・
0%

［
参
画
研
究
科
・
専
攻
等
］ 
2研
究
科
・
2専
攻

〈
理
学
研
究
科
〉素
粒
子
宇
宙
物
理
学

〈
工
学
研
究
科
〉航
空
宇
宙
工
学

［
国
内
外
連
携
・
協
力
大
学
等
］ 
大
学
8

オ
ッ
ク
ス
フ
ォ
ー
ド
大
学
／
オ
ハ
イ
オ
州
立
大
学
／
カ
リ

フ
ォ
ル
ニ
ア
大
学
バ
ー
ク
レ
ー
校
／
コ
ロ
ラ
ド
大
学
／
ソ

ウ
ル
大
学
／
ミ
シ
ガ
ン
大
学
／
ミ
シ
ガ
ン
州
立
大
学
／
レ

ス
タ
ー
大
学

［
連
携
・
協
力
企
業
等
］ 
企
業
6

三
菱
重
工
業
／
三
菱
電
機
／
N
EC
／
ト
ヨ
タ
自
動
車
／

浜
松
ホ
ト
ニ
ク
ス
／
ボ
ー
イ
ン
グ

［
修
了
者
数
（
主
な
進
路
）（
見
込
含
む
）］
 平
成
27
年
度
修
了
7名
／
平
成
28
年
度
修
了
11
名
／
平
成
29
年
度
修
了
10
名

大
学
11
名
／
民
間
企
業
等
10
名
／
公
的
研
究
機
関
等
3名
／
そ
の
他
1名

名
古
屋
大
学

平
成
3
0
年
度
 名
古
屋
大
学
教
育
基
盤
連
携
本
部
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム

『
文
系
／
理
系
』の
真
実

－
 高
校
・
大
学
・
社
会
の
視
点
か
ら

 －

後
　
援
：
愛
知
県
教
育
委
員
会
／
岐
阜
県
教
育
委
員
会
／
三
重
県
教
育
委
員
会
／
名
古
屋
市
教
育
委
員
会

お
問
い
合
せ
先
：
名
古
屋
大
学
教
育
基
盤
連
携
本
部
（
T
E
L:
0
5
2
-7
8
9
-2
1
6
1
）
お
電
話
に
よ
る
お
問
い
合
わ
せ
は
、
平
日
の
9
時
か
ら
17
時
ま
で
に
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

主
　
催
：

13
: 0
0

13
: 0
5

13
: 1
0

14
: 2
5

14
: 4
0

14
: 5
5

15
: 5
5

開
会
挨
拶

趣
旨
説
明

話
題
提
供

指
定
討
論

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

  コー
ディ
ネー
ター

総
　
　
括

Pr
o
g
ra

m

休
　
憩

プ
ロ
グ
ラ
ム
の
内
容
等
は
、
諸
般
の
事
情
に
よ
り
変
更
と
な
る
こ
と
が
あ
り
ま
す
の
で
、

ご
了
承
く
だ
さ
い
。

松
下
 裕
秀
　
名
古
屋
大
学
 理
事
・
副
総
長

木
俣
 元
一
　
名
古
屋
大
学
 副
総
長

隠
岐
 さ
や
香
　
名
古
屋
大
学
 経
済
学
研
究
科
 教
授

村
橋
 俊
樹
　
公
益
財
団
法
人
 三
菱
経
済
研
究
所
 常
務
理
事
　

杉
山
 賢
純
　
愛
知
県
立
旭
丘
高
等
学
校
　
校
長

戸
田
山
 和
久
　
名
古
屋
大
学
 総
長
補
佐
・
教
養
教
育
院
長

話
題
提
供
者
、
指
定
討
論
者
に
よ
る

デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

木
俣
 元
一

松
下
 裕
秀

参
加
費

無
料

約
20

0名

J
R
ゲ
ー
ト
タ
ワ
ー
ホ
ー
ル

名
古
屋
市
中
村
区
名
駅
1-
1-
3　
Ｊ
Ｒ
ゲ
ー
ト
タ
ワ
ー
16
階

12
月
5日

水
平
成
30
年

13
: 0
0～

16
: 0
0（
受
付
開
始
12

: 0
0）

場
　
所

参
加
予
定
人
員

日
　
時

W
eb
、F
A
X
、メ
ー
ル
の
い
ず
れ
か
に
よ
る

事
前
申
込
制

（
定
員
に
達
し
次
第
、申
込
み
を
締
め
切
ら
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。）

概
　
要

申
込
方
法

U
R
L

ht
tp
:/
/w
w
w
.n
uq
a.
na
go
ya
-u
.a
c.
jp
/

文
系
／
理
系
の
枠
組
み
は
教
育
や
人
材
活
用
に
お
い
て
広
く
用
い
ら

れ
て
き
た
が
、近
年
は
文
理
を
超
え
た
知
識
、産
業
、人
材
が
求
め
ら

れ
て
い
る
。本
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
は
、こ
の
枠
組
み
の
利
点
と
問
題

点
、新
し
い
枠
組
み
の
可
能
性
、文
理
を
超
え
た
取
り
組
み
等
に
つ
い

て
、高
校
、大
学
、社
会
の
視
点
か
ら
検
討
し
、文
系
／
理
系
の
今
後

に
つ
い
て
議
論
す
る
。

105
名古屋大学「フロンティア宇宙開拓リーダー養成プログラム」／名古屋大学「『文系／理系』の真実」



106
豊橋技術科学大学「ビジネススクールプログラム」



107
豊橋技術科学大学「ビジネススクールプログラム」



複
雑
で
難
し
い
社
会
課
題
に
対
し
て
、セ
クタ
ー
や
組
織
の
壁
を
越
え
た
課
題
解
決
の
ア
プ
ロ
ー
チ
に
注
目
が
集
ま
っ
て
い
ま
す
。

ま
た
東
海
地
区
も
新
規
事
業
開
発
や
創
業
支
援
な
ど
の
動
き
が
活
発
に
な
り
、

「
オ
ー
プ
ン
イノ
ベ
ー
ショ
ン
」、「
官
民
連
携
」、「
地
域
連
携
」な
ど
セ
クタ
ー
を
越
え
た
つ
な
が
り
を
つ
くる
動
き
も
起
き
て
き
まし
た
。

さら
に
前
進
す
る
た
め
に
、一
人
ひ
とり
の
共
創
の
能
力
向
上
を
目
指
し
、セ
クタ
ー
を
超
え
た
学
び
の
場
を
開
催
し
ま
す
。

主
催：
名
城
大
学
社
会
連
携
セ
ン
タ
ー
　
　
後
援：
愛
知
県
、名
古
屋
市
　
　
　
　
　
　
※
 駐
車
場
が
な
い
た
め
公
共
交
通
機
関
 ま
た
は
コ
イン
パ
ー
キ
ン
グ
等
を
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

「
共
創
人
材
に
な
ろ
う
。も
う
一
歩
前
へ
。」

20
18
年

12
月

15
日

土
参
加
申
込
フォ
ー
ム

ht
tp

:/
/u

rx
.r

ed
/N

P
i4

詳
細
は
FB

イベ
ント
ペ
ー
ジ
へ

共
創
で
新
し
い
市
場
を
つ
くり
だ
せ
。

共
創
人
財
の「
心・
技・
体
」と
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ント

～
世
界
観
を
描
き
、共
感
で
人
を
動
か
す
。～

ファ
ン
づ
くり
で
地
域
を
つ
くる

～
奈
良
県
生
駒
市
の
シ
ティ
プ
ロ
モ
ー
ショ
ン
～

「
W
IL
Lか
ら
は
じ
め
て
、交
差
し
変
化
す
る
」

～
共
創
型
プ
ロ
ジ
ェク
ト
の
キ
ー
ワ
ード
と
場
の
つ
くり
方
～

社
会
連
携
セ
ン
タ
ー
を
地
域
と
大
学
の
活
性
化
エ
ン
ジ
ン
に

～
名
城
大
発・
共
創
を
生
み
出
す
仕
組
み
づ
くり
と
目
指
す
連
携
の
形
～

オ
ム
ロ
ン
株
式
会
社

技
術・
知
財
本
部
 Ｓ
ＤＴ
Ｍ
推
進
室
長

竹
林
  一
 氏

奈
良
県
生
駒
市

い
こま
の
魅
力
創
造
課
 課
長
補
佐

大
垣
 弥
生
氏

株
式
会
社
ロ
フト
ワ
ー
ク

La
yo
ut
 U
ni
t C
LO
（
Ch
ie
f L
ay
ou
t O
ff
ic
er
）

松
井
 創
 氏

名
城
大
学

社
会
連
携
セ
ン
タ
ー
PL
AT

世
の
中
に
な
い
社
会
シ
ス
テ
ム
を
つ
くる
た
め
に
オ
ム
ロ
ン
に
入
社
。時
代
の
変
化
に
あ
わ
せ
、新
規
事
業
開
発
や
新
会
社
設
立
な
ど
数
々
の

ビ
ジ
ネ
ス
を
立
ち
上
げ
る
。こ
れ
ま
で
に
オ
ム
ロ
ン
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
代
表
取
締
役
社
長
、オ
ム
ロ
ン
直
方
代
表
取
締
役
社
長
、ド
コ
モ・
ヘ
ル
ス
ケ

ア
代
表
取
締
役
社
長
を
歴
任
。現
在
は
、「
セ
ン
シ
ン
グ
デ
ー
タ
流
通
取
引
市
場
」と
い
う
市
場
自
体
を
ゼ
ロ
か
ら
立
ち
上
げ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

に
、産
・
官
・
学
な
ど
多
様
な
方
と
連
携
し
な
が
ら
取
り
組
む
。常
に
世
の
中
の
変
化
を
よ
み
、顧
客
と
と
も
に
価
値
を
創
造
し
て
こ
ら
れ
た
竹
林

さ
ん
か
ら
共
創
を
実
現
す
る
為
の
仕
組
み
、共
創
を
生
み
出
す
動
き
方
、共
創
を
生
み
出
す
組
織
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
極
意
を
学
び
ま
す
。

県
外
就
業
率
全
国
2位
の
生
駒
市
。地
域
が
自
分
事
に
な
る
き
っ
か
け
が
少
な
い
ベ
ッ
ド
タ
ウ
ン
で
、現
役
世
代
を
巻
き
込
ん
だ
地
域
づ

くり
や
都
市
ブ
ラ
ン
デ
ィ
ン
グ
に
取
り
組
ん
で
い
る
大
垣
氏
。1
0年
間
百
貨
店
で
販
売
推
進
を
担
当
し
、生
駒
市
初
の
社
会
人
採
用
枠

で
入
庁
。そ
の
後
、広
報
誌
や
採
用
広
報
の
改
革
、シ
テ
ィプ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
立
ち
上
げ
な
ど
挑
戦
を
続
け
て
い
る
。2
01
7年
「
地
方
公

務
員
が
本
当
に
す
ご
い
！と
思
う
地
方
公
務
員
ア
ワ
ー
ド
」を
受
賞
。い
こ
ま
の
魅
力
創
造
課
で
ま
ち
の
魅
力
づ
くり
と
フ
ァ
ン
づ
くり
に
注

力
し
て
い
る
大
垣
さ
ん
か
ら
、人
の
感
情
を
起
点
に
し
た
考
え
方
で
場
を
創
出
し
、多
様
な
人
と
コ
ト
を
起
こ
す
秘
訣
を
学
び
ま
す
。

あ
ら
ゆ
る
企
業
や
人
の
創
造
力
を
引
き
出
し
社
会
価
値
を
つ
く
る
パ
ー
ト
ナ
ー
で
あ
る
ロ
フ
ト
ワ
ー
ク
に
お
い
て
、オ
ー
プ
ン
コ
ラ
ボ
レ
ー

シ
ョ
ン
で
空
間
の
企
画
設
計
・
運
営
事
業
を
担
う
レ
イ
ア
ウ
ト
部
門
の
責
任
者
。過
去
に
は
LO
DG
E、
W
O
ND
ER
 L
AB
 O
SA
KA
、

10
0B
AN
CH
等
の
プ
ロ
デ
ュ
ー
ス
を
担
当
。1
00
BA
NC
H発
起
人
/オ
ー
ガ
ナ
イ
ザ
ー
と
し
て
、常
識
に
と
ら
わ
れ
な
い
若
者
の
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
集
め
、多
様
な
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
間
の
共
創
を
推
進
し
、価
値
を
創
造
す
る
た
め
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
仕
掛
け
る
。1
00
BA
NC
Hや
ロ
フ
ト
ワ
ー

ク
に
お
け
る
実
践
経
験
か
ら
、共
創
人
材
に
求
め
ら
れ
る
ポ
イ
ン
ト
や
共
創
を
推
進
す
る
場
づ
くり
の
手
法
な
ど
を
学
び
ま
す
。

20
16
年
に
多
様
な
方
と
の
人
的
交
流
を
生
み
出
し
、社
会
課
題
に
取
り
組
む
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
創
出
を
目
指
す
オ
ー
プ
ン
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
ス
ペ
ー
ス「
社
会
連
携
ゾ
ー
ン
sh
ak
e」
、2
01
7年
に
大
学
と
社
会
を
つ
な
ぐ
社
会
連
携
の
相
談
窓
口
と
し
て
連
携
事
業
を
生
み

出
す「
社
会
連
携
セ
ン
タ
ー
PL
AT
」を
設
立
。年
間
15
0件
以
上
の
相
談
か
ら
、1
00
件
以
上
の
連
携
事
業
に
つ
な
げ
て
い
ま
す
。こ
れ

ま
で
の
取
り
組
み
か
ら
見
え
た
大
学
と
社
会
の
連
携
の
可
能
性
や
共
創
人
材
育
成
に
向
け
た
取
り
組
み
を
報
告
し
ま
す
。

司
会
 ：
 名
城
大
学
人
間
学
部
 教
授
 水
尾
衣
里
　
パ
ネ
リス
ト
 ：
 上
記
事
例
報
告
者
、理
工
学
部
情
報
工
学
科
 准
教
授
 鈴
木
 秀
和

パ
ネ
ル
デ
ィス
カッ
ショ
ン

仕 掛 け よ う行 き 交 お う

名
城
大
学
ナ
ゴ
ヤド
ー
ム
前
キ
ャ
ン
パ
ス

 北
館

3
階

D
N

3
0

1

〒
4

6
1

-0
0

4
8
 名
古
屋
市
東
区
矢
田
南

4
-1

0
2

-9

フォ
ー
ラ
ム 
 |  1

4 :0
0

–1
7 :

30
懇
親
会
  | 

 18
:00

–2
0 :0

0
M

U
 G

A
R

D
E

N
 T

E
R

R
A

C
E

 ［ド
ー
ム
前
キ
ャン
パ
ス
内
］

参
加
費：
社
会
人
 4

,0
0

0
円
／
学
生
 1

,0
0

0
円

フォ
ー
ラ
ム：
無
料

懇
親
会：
社
会
人
 4

,0
0

0
円
／
学
生

 1
,0

0
0
円

右
記
申
込
フォ
ー
ム
より
申
請

異
業
種・
異
分
野
と
の
連
携
事
業
創
出
に
関
心
の
あ
る
方

（
企
業・
自
治
体・

N
P

O
等・
大
学
教
職
員・
大
学
生
等
）

名
城
大
学
 社
会
連
携
セ
ン
タ
ー
　
担
当：
山
本・
宮
原

T
E

L ：
0

5
2

-8
3

8
-2

4
7

3
　

M
A

IL
：c

cr
@

cc
m

l.
m

ei
jo

-u
.a

c.
jp

参
加
費

申
　
込
 

参
加
者
 

問
合
せ

今
年
は「
共
創
の
能
力
開
発
」に
フォ
ー
カ
ス
。

共
創
実
践
者
か
ら
私
た
ち
が
も
う
一
歩
前
に
進
む
た
め
に「
共
創
」の
極
意
を
学
ぶ
機
会
。

108
名城大学「共創人材になろう。もう一歩前へ。」



109
名城大学「AI を活用して課題解決‼デザイン思考ワークショップ」／名城大学「HACK U×名城大学」



 

 

 

 

 

 

 

 

110
名古屋工業大学「中小企業の課題解決をサポート～三機関協働学び合いプロジェクト」



機
械
・
電
気
・
制
御
と
い
っ
た
ロ
ボ
ット
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
系
の
知
識
・
技
術
だ
け
で
な
く
、

生
産
技
術
、営
業
技
術
、安
全
対
応
等
、ロ
ボ
ット
シ
ス
テ
ム
イ
ン
テ
グ
レ
ー
タ
と
し
て
必
要
な

技
術
の
習
得
を
目
指
し
ま
す
。

名
古
屋
工
業
大
学

教
授

 
森
田

 良
文

●
 1

98
9年

名
古
屋
工
業
大
学
大
学
院
博
士
前
期
課
程
修
了

●
 1

98
9年

株
式
会
社
日
本
電
装（
現
在
、株
式
会
社
デン
ソ
ー
）入
社

●
 1

99
1年

岐
阜
工
業
高
等
専
門
学
校
助
手

●
 2

00
0年

名
古
屋
工
業
大
学
講
師

●
 2

00
9年

名
古
屋
工
業
大
学
教
授

ロ
ボ
ット
、制
御
、計
測
、モ
デ
リ
ン
グ
の
技
術
を

融
合
し
た
リ
ハ
ビ
リ
や
医
療
の
支
援
機
器
、ロ
ボ
ット

の
教
示
デ
バ
イ
ス
の
研
究・
開
発
に
従
事
。

株
式
会
社
バ
イ
ナ
ス

常
務
取
締
役

永
井

 伸
幸

●
 1

99
8年

　
ユ
ニ
ー
株
式
会
社

　（
バ
イ
ナ
ス
事
業
部
）入
社

●
 2

00
8年

　
株
式
会
社
バ
イ
ナ
ス

　
取
締
役
技
術
部
長

●
 2

01
7年

　
同
　
常
務
取
締
役

職
業
訓
練
指
導
員

ロ
ボ
ット
シ
ス
テ
ム
イ
ン
テ
グ
レ
ー
タ
ス
キ
ル
標
準

策
定
委
員

「
ロ
ボ
ット
シ
ス
テ
ム
イン
テ
グ
レ
ー
タ
の
ス
キ
ル
読
本
」

執
筆

株
式
会
社
バ
イ
ナ
ス

技
術
部
長
代
理

 
坂
口

 雅
浩

●
 2

00
2年

　
名
古
屋
工
業
大
学
大
学
院
博
士

　
前
期
課
程
修
了

●
 2

00
4年

　
中
央
立
体
図
株
式
会
社

　（
現

 C
D

S
株
式
会
社
）入
社

●
 2

01
4年

　
株
式
会
社
バ
イ
ナ
ス
入
社

●
 2

01
8年

　
同

 技
術
部
長
代
理

2次
元
／

3次
元
ビ
ジ
ョン
セ
ン
サ
、力
覚
セ
ン
サ
、

触
覚
セ
ン
サ
等
の「
感
覚
」を
持
つ
ロ
ボ
ット
を

搭
載
し
た
生
産
シ
ス
テ
ム
の
開
発
に
従
事
。

●
講
師
紹
介ロ
ボ
ッ
ト
と
A
I

機
械
設
計
製
図
概
論

講
義

講
義

１３
：
3０
～
１
6：
3０

10
/1
8（
木
）

3日
目

ロ
ボ
ット
シ
ス
テ
ム
イン
テ
グ
レ
ー
タ
講
座

（
初
級
編
）

営
業
技
術
・
仕
様
書
作
成

　
見
積
も
り
依
頼
か
ら
受
注
、
検
収
ま
で
の
流
れ

　
仕
様
書
に
必
要
な
項
目

講
義

１３
：
3０
～
１
6：
3０

10
/2
（
火
）

1日
目

１３
：
3０
～
１
6：
3０

10
/9
（
火
）

2日
目

生
産
技
術

　
生
産
技
術
概
論

講
義

１３
：
3０
～
１
6：
3０

10
/2
3（
火
）

4
日
目

ロ
ボ
ッ
ト
制
御

　
ロ
ボ
ッ
ト
概
論

　
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
ー
、
ラ
イ
ン
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
ー

講
義

協
働
ロ
ボ
ッ
ト
利
用
技
術

　
協
働
ロ
ボ
ッ
ト
概
論

講
義

１３
：
3０
～
１
6：
3０

10
/3
0（
火
）

5日
目

１３
：
3０
～
１
6：
3０

11
/6
（
火
）

6
日
目

リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト

　
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
の
考
え
方

講
義

画
像
処
理

　
画
像
処
理
概
論

講
義

１３
：
3０
～
１
6：
3０

11
/1
3（
火
）

7日
目

１３
：
3０
～
１
6：
3０

11
/2
0（
火
）

8
日
目

シ
ス
テ
ム
制
御

　
PL
C
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
、
上
位
シ
ス
テ
ム
等

講
義

※
※

※
※

※
※

※
ス
キ
ル
標
準
…
レ
ベ
ル
１
、２
程
度
を
習
得（
ス
キ
ル
標
準

 h
tt

p
:/

/w
w

w
.r

o
b

o
-n

a
vi

.c
o

m
/d

o
cu

m
e

n
t/

S
Ie

r_
S

ki
llS

ta
n

d
a

rd
_

B
o

o
k.

p
d

f）

受
　
講

対
象
者

●
 ロ
ボ
ット
シ
ス
テ
ム
イ
ン
テ
グ
レ
ー
タ
の
若
手
技
術
者
、営
業
担
当
者

●
 こ
れ
か
ら
ロ
ボ
ット
シ
ス
テ
ム
イ
ン
テ
グ
レ
ー
タ
を
目
指
す
企
業
の
技
術
者

●
 ロ
ボ
ット
の
導
入
を
検
討
さ
れ
て
い
る
製
造
業
等
の
技
術
者

★
内
容
は
変
更
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

各
講
座
全

8
回
／

20
社 限
定

詳
し
く
は
、こ
の
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
中
面
見
開
き
お
よ
び
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

U
R

L
 ：

 h
tt

p
:/

/n
ri

.w
e

b
.n

it
e

c
h

.a
c

.j
p

/

ロ
ボ
ッ
ト
シ
ス
テ
ム

イ
ン
テ
グ
レ
ー
タ
講
座

Ｉｏ
Ｔ
シ
ス
テ
ム

イ
ン
テ
グ
レ
ー
タ
講
座

専
門
人
材
育
成
講
座

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

対
策
人
材
講
座

ロ
ボ
ッ
ト・

Io
T・
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

ロ
ボ
ット
シ
ス
テ
ム
導
入
の
メリ
ット

や
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ント
を
理
解
し
、

提
案
・
設
計
及
び
構
築
を
行
う

事
が
で
き
る
専
門
人
材
を
育
成
し

ま
す
。

Io
T技
術
の
活
用
や
そ
の
投
資

メ
リ
ット
を
理
解
し
、課
題
解
決

の
た
め
の

Io
T導
入
を
サ
ポ
ー
ト

で
き
る
専
門
人
材
を
育
成
し
ま
す
。

機
密
情
報
を
奪
わ
れ
る
リ
ス
ク
、

制
御
シ
ス
テ
ム
が
攻
撃
さ
れ
る

リ
ス
ク
等
の
内
容
を
把
握
し
、対
策

を
講
じ
る
こ
と
が
で
き
る
専
門
人
材

を
育
成
し
ま
す
。

ロ
ボ
ッ
ト・

Iｏ
Ｔ
導
入
支
援
相
談
窓
口

名
古
屋
市
と
名
古
屋
工
業
大
学
、ロ
ボ
ット
シ
ス
テ
ム
イ
ン
テ
グ
レ
ー
タ
、

IC
T
関
連
企
業
が
連
携
し
、企
業
等
へ
の
ロ
ボ
ット
・
Io
Tの
導
入
支
援
や

サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
を
行
う
高
度
専
門
人
材
を
育
成
す
る
講
座
を
開
催
し
ま
す
。

お
問
い
合
わ
せ
・
お
申
し
込
み
先平
成

3
0
年

1
0
月
開
講
！

受
講
費
用
無

 料
？

！

な
ご
や
ロ
ボ
ッ
ト
・Ｉ
ｏ
T
セ
ン
タ
ー

N
ag

oy
a 

R
ob

ot
 a

n
d

 Io
T 

C
en

te
r

名
古
屋
市
　

主
催
：

運
営
：

産
学
官
金
連
携
機
構

名
古
屋
工
業
大
学

国
立
大
学
法
人

111
名古屋工業大学「平成 30年開講！専門人材育成講座」



サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
人
材
講
座

製
造
業
が
直
面
す
る
サ
イ
バ
ー
リ
ス
ク
を
理
解
し
、対
策
を
講
じ
る
こ
と
の
で
き
る
人
材
を
育
成

し
ま
す
。

●
講
師
紹
介

名
古
屋
工
業
大
学

教
授

 
越
島

 一
郎

●
 1

97
9年

 
　
早
稲
田
大
学
大
学
院
工
学
研
究
科

応
用
化
学
専
攻
修
士
課
程
修
了

●
 1

97
9年

　
千
代
田
化
工
建
設

(株
)入
社

●
 1

99
8年

　
千
葉
工
業
大
学

 
プ
ロ
ジ
ェク
ト

マ
ネジ
メン
ト
学
科

 助
教
授・
教
授

●
 2

00
8年

　
名
古
屋
工
業
大
学

 教
授

重
要
イン
フ
ラ
防
御
の
た
め
の
制
御

シス
テ
ム
セ
キュ
リテ
ィを
研
究
。現
在
、

専
門
委
員
とし
て「
産
業
サ
イ
バ
ー

セ
キ
ュリ
テ
ィセ
ン
タ
ー
」の
運
営
と

教
育・
研
究
。

名
古
屋
工
業
大
学

 教
授

社会
工学

科 
経営
シス
テム
分野

 教
授 

橋
本

 芳
宏

●
 1

98
5年

京
都
大
学
化
学
工
学
専
攻
博
士

課
程（
単
位
取
得
退
学
）

●
 1

98
5年

名
古
屋
工
業
大
学

 
生
産
シ
ス
テ
ム
工
学
科

 助
手

●
 2

00
3年

名
古
屋
工
業
大
学

 
シ
ス
テ
ム
マ
ネ
ジ
メン
ト
学
科

 教
授

学
内
組
織
再
編
を
経
て
、現
在

に
い
た
る

制
御
系
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
、

プ
ロ
セ
ス
制
御
、運
転
支
援
、障

碍
者
支
援
な
ど
の
研
究
に
従
事
。

名
古
屋
工
業
大
学

准
教
授

 
濵
口

 孝
司

●
 1

99
9年

名
古
屋
工
業
大
学
大
学
院

工
学
研
究
科

 生
産
シス
テ
ム
工
学

 
専
攻
博
士
後
期
課
程
修
了

●
 1

99
9年

名
古
屋
工
業
大
学

 助
手
、助
教

●
 2

01
8年

名
古
屋
工
業
大
学

 准
教
授

オ
ペ
レ
ー
タ
ー
支
援
シ
ス
テ
ム
、制
御

シ
ス
テ
ム
セ
キ
ュリ
テ
ィ
、安
全
シ
ス

テ
ム
の
構
築・
変
更
管
理
を
研
究
。

20
17
年
よ
り

IP
A
産
業
サ
イ
バ
ー

セ
キ
ュリ
テ
ィセ
ン
タ
ー
講
師
。

名
古
屋
工
業
大
学

助
教

 
青
山

 友
美

●
 2

01
1年

ド
イツ
認
証
機
関

 T
U

V
 S

U
D

 G
m

B
H

に
て
研
究
イ
ン
タ
ー
ン

●
 2

01
3年

オ
ラ
ン
ダ
研
究
機
関

E
N

C
S

（
E

ur
op

ea
n 

N
et

w
or

k 
fo

r 
C

yb
er

 
S

ec
ur

ity
）に
て
研
究
イ
ン
タ
ー
ン

●
 2

01
5年

名
古
屋
工
業
大
学
大
学
院
博
士
前
期

課
程
修
了

●
 2

01
6年

名
古
屋
工
業
大
学

  助
教

制
御
系
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
分
野
に

お
け
る
、演
習
の
設
計・
評
価
を
中
心
に

研
究
。内
閣
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュリ
テ
ィセ
ン

タ
ー「

20
17

 年
度
分
野
横
断
的
演
習

検
討
会
」委
員
。産
業
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュリ

テ
ィ
セ
ン
タ
ー
専
門
委
員
。資
源
エ
ネ
ル

ギ
ー
庁
石
油
産
業
体
制
調
査
研
究
系
列

 
B

C
P

 格
付
け
委
員
。

イ
ン
シ
デ
ン
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

事
業
継
続
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

６
日
目
以
降
の
事
前
準
備

講
義

講
義

１３
：０
０
～
１７
：０
０

10
/3
1（
水
）

5日
目

１３
：０
０
～
１
6：
3０

10
/2
4（
水
）

4日
目

ペ
ネ
ト
レ
ー
シ
ョ
ン
演
習

演
習

サ
イ
バ
ー
攻
撃
へ
の
防
御
策

演
習

１３
：０
０
～
１
6：
3０

11
/8
（
木
）

6
日
目

仮
想
製
造
企
業
を
想
定
し
た

サ
イ
バ
ー
イ
ン
シ
デ
ン
ト
演
習

（
予
兆
フ
ェ
ー
ズ
・
緊
急
対
策
フ
ェ
ー
ズ
）

演
習

IT
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
と
O
T
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

制
御
シ
ス
テ
ム
と
セ
キ
ュ
リ
テ
イ

サ
イ
バ
ー
攻
撃
デ
モ

講
義

講
義

デ
モ

１３
：０
０
～
１７
：０
０

10
/3
（
水
）

1日
目

１３
：０
０
～
１７
：０
０

10
/1
0（
水
）

2日
目

１３
：０
０
～
１
6：
3０

10
/1
7（
水
）

3日
目

１３
：０
０
～
１
6：
3０

11
/2
2（
木
）

8
日
目

仮
想
製
造
企
業
を
想
定
し
た

サ
イ
バ
ー
イ
ン
シ
デ
ン
ト
演
習

（
復
旧
フ
ェ
ー
ズ
）

演
習

全
体
総
括

１３
：０
０
～
１
6：
3０

11
/1
5（
木
）

7日
目

サ
イ
バ
ー
キ
ル
チ
ェ
ー
ン

サ
イ
バ
ー
攻
撃
へ
の
対
策

サ
イ
バ
ー
攻
撃
へ
の
対
策

講
義

講
義

ハ
ン
ズ
オ
ン

演
習
説
明

受
　
講

対
象
者

●
 製
造
現
場
へ
の
ロ
ボ
ット
・

Io
T
の
導
入
に
関
わ
る
方

●
 製
造
現
場
の
サ
イ
バ
ー
事
故
対
応
に
当
た
る
必
要
の
あ
る
方

●
 製
造
現
場
や
事
務
所
に
お
い
て
指
導
的
立
場
の
方

●
 事
業
所
の
安
全
担
当
部
署
の
方

★
内
容
は
変
更
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

申
込
方
法
は
裏
面
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

●
講
師
紹
介

製
造
業
向
け
のＩ
ｏＴ
技
術
者
と
し
て
、生
産
性
や
品
質
向
上
の
た
め
の
工
程
管
理
運
用
と
効
果

的
なＩ
ｏＴ
導
入
の
方
策
を
学
習
し
ま
す
。

製
造
現
場
で
の
管
理
・
運
用
の
た
め
のＩ
ＣＴ
、ＩＴ
シ
ス
テ
ム
を
構
築
す
る
人
材
を
育
成
し
ま
す
。

Io
Tシ
ス
テ
ム
イ
ン
テ
グ
レ
ー
タ
講
座

名
古
屋
工
業
大
学

教
授

 
荒
川

 雅
裕

●
 1

9
9

5
年

　
 埼
玉
大
学
大
学
院
理
工
学
研
究
科
修
了

　（
博
士（
工
学
））

●
 1

9
9

6
年

　
 関
西
大
学
工
学
部
管
理
工
学
科
助
手

●
 2

0
1

0
年

 
　

 同
 教
授

●
 2

0
1

2
年

　
 名
古
屋
工
業
大
学
教
授

現
在
、生
産
シ
ス
テ
ム
の
最
適
化
技
法
の
研

究
、設
計
・
製
造
の
情
報
シ
ス
テ
ム
の
開
発
に
従

事
、名
古
屋
工
業
大
学
社
会
人
教
育
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム「
工
場
長
養
成
塾
」塾
長

株
式
会
社

マ
クシ
ス
エン
ジ
ニ
アリ
ング

技
術
部

 開
発
室

 室
長

 
柴
田

 進

●
 1

9
8

2
年

　
同
志
社
大
学
電
気
工
学
科
卒
業

●
 1

9
8

2
年

　
Ｃ
Ｋ
Ｄ
株
式
会
社
入
社

●
 2

0
0

0
年

　
科
学
技
術
交
流
財
団（
ＪＳ
Ｔ
）研
究
員

●
 2

0
0

3
年

　
マ
ク
シ
ス
株
式
会
社

　（
現
マ
ク
シ
ス
エ
ン
ジ
ニ
ア
リ
ン
グ
）入
社

現
在
、技
術
部
開
発
室
室
長

専
門
は
、サ
ー
ボ
、ロ
ボ
ット
制
御
、画
像
処
理
開

発
、三
次
元
計
測
開
発

株
式
会
社
未
来
会
議

代
表
取
締
役

 
細
谷

 宏

●
 静
岡
大
学
工
学
部
情
報
知
識
工
学
科
卒
業

●
 東
芝
関
連
企
業
に
就
職
し
、原
発
、半
導
体

工
場
の

IT
シ
ス
テ
ム
の
開
発
、大
手
自
動
車

メ
ー
カ
ー
の
調
達
シ
ス
テ
ム
の
開
発
や
、独
自
の

新
規
事
業
開
発
に
従
事
。

●
 ベ
ン
チ
ャ
ー
キ
ャ
ピ
タ
ル
、ベ
ン
チ
ャ
ー
の
役
員

な
ど
を
経
験
。

●
 2

00
8年

  
 4
月
開
業

IT
戦
略
の
プ
ロ
ジ
ェ
クト
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
とし
て
の

経
験
を
買
わ
れ
、現
在
は
経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ント

とし
て
中
小
企
業
の
問
題
解
決
を
推
進
。

（
国
大
）滋
賀
大
学
／
大
学
院
講
師
、（
独
）中
小

機
構
経
営
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
。

生
産
シ
ス
テ
ム
の
改
善
方
法

（
実
施
・
計
画
レ
ベ
ル
で
の
考
え
方
と
取
り
扱
い
）

自
社
工
場
の
工
程
分
析
と
特
徴
・
問
題
の
分
析

講
義

演
習

１３
：０
０
～
１７
：０
０

10
/5
（
金
）

1日
目

機
械
の
チ
ョ
コ
停
管
理
や

実
績
管
理
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
の
構
築

演
習

１３
：０
０
～
１７
：０
０

10
/1
2（
金
）

2日
目

１３
：０
０
～１
6：
3０

10
/1
9（
金
）

3日
目

演
習

説
明

自
社
工
場
の
工
程
分
析
と
特
徴
・
問
題
の
分
析

演
習

デ
ー
タ
の
と
り
方
、
分
析
方
法

（
デ
ー
タ
分
析
の
理
論
、
統
計
解
析
）

各
種
セ
ン
サ
ー
の
特
徴
と
回
路
設
計

講
義

１３
：０
０
～１
6：
3０

10
/2
6（
金
）

4日
目

デ
ー
タ
収
集
お
よ
び
分
析
シ
ス
テ
ム
の
構
築

   
R
as
pb
er
ry
Pi
と
距
離
セ
ン
サ
ー
や

   
光
セ
ン
サ
ー
に
よ
る
シ
ス
テ
ム
の
構
築

（ 
     
     
     
     
     
     
     
     
     
    ）

製
造
模
擬
ラ
イ
ン
を
利
用
し
た
工
程
分
析
と

IC
T・
Io
T
シ
ス
テ
ム
の
実
装
・
導
入

演
習

１３
：０
０
～１
6：
3０

11
/1
6（
金
）

7日
目

製
造
模
擬
ラ
イ
ン
を
利
用
し
た
工
程
分
析
と

IC
T・
Io
T
シ
ス
テ
ム
の
実
装
・
導
入

プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン（
受
講
企
業
全
員
）

演
習

ま
と
め
と
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

（
生
産・
品
質
向
上
の
た
め
の
IC
T・
Io
Tシ
ス
テ
ム
の
開
発
案
の
策
定
）

演
習

１３
：０
０
～
１７
：０
０

11
/3
0（
金
）

8
日
目

時
間
見
積
も
り（
P
T
S
）、
 費
用
対
効
果
評
価

デ
ー
タ
分
析
の
た
め
の
シ
ス
テ
ム
の
開
発

（
作
業
時
間
測
定
ソ
フ
ト
の
開
発
含
む
）

講
義

演
習

１３
：０
０
～
１７
：０
０

11
/2
（
金
）

5日
目

演
習

１３
：０
０
～１
6：
3０

11
/9
（
金
）

6日
目

画
像
解
析
シ
ス
テ
ム
の
開
発

（
A
I関
連
ソ
フ
ト
の
開
発
含
む
）

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
シ
ス
テ
ム
の
概
要
と

シ
ス
テ
ム
構
築
法

演
習

演
習

説
明

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
利
用
し
た
デ
ー
タ
収
集
シ
ス
テ
ム
の
構
築

   
JS
P&
サ
ー
ブ
レ
ッ
ト
や

   
ク
ラ
ウ
ド
シ
ス
テ
ム
の
利
用
に
よ
る
構
築

（ 
     
     
     
     
     
     
     
     
     
     
 ）

シ
ス
テ
ム
開
発
技
法
の
説
明

   
製
造
環
境
に
お
け
る

   
要
求
分
析
と
機
能
設
計
を
含
む

（ 
     
     
     
     
     
     
     
     
   ）

講
義

受
　
講

対
象
者

●
 製
造
現
場
に
お
い
て
作
業
の
管
理
・
運
用
を
行
っ
て
い
る
技
術
者

●
 生
産
技
術
や
生
産
管
理
担
当
者

●
 自
社
工
場
のＩ
ｏＴ
化
を
進
め
て
い
る
技
術
者

★
内
容
は
変
更
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

112
名古屋工業大学「平成 30年開講！専門人材育成講座」



第
1
2
回
工
場
長
養
成
塾
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

参
加
企
業
32
社
を
4社
×
8グ
ル
ー
プ
に
編
成

20
18
05

（
担
当：
久
野
）

2月
下
旬
に
担
当
チ
ュ
ー
タ
ー
に
よ
る
成
果
報
告
会
に
向
け
た
フ
ォ
ロ
ー
の
締
め
くく
り
パ
ー
ソ
ナ
ル
訪
問

ゼ
ミ

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

（
4日
）2
4
時
間

経
営
中
核
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

製
造
中
核
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ
ム

計
3
6
日（
2
0
5
時
間
）

入
塾
式

2
0
1
8
年

9
月
2
1
日（
金
）

4
時
間

卒
業
式

2
0
1
9
年

3
月
２
日（
土
）

7
時
間

中
間

レ
ビ
ュ
ー

2
0
1
8
年

1
2
月
2
2
日（
土
）

7
時
間

（
１
日
）３
時
間

事前
パー
ソナ
ル訪
問

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

（
1
1
日
）

3時
間
×
22
講
座
＝
66
時
間

ゼ
ミ

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

（
１
日
）３
時
間

パー
ソナ
ル訪
問

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

T
E
L&
FA
X
共
通

E
-m
ai
l：k
oj
oc
ho
@
ad
m
.n
it
ec
h.
ac
.j
p

お
問
い
合
わ
せ・
お
申
し
込
み
は

＜
工
場
長
養
成
塾
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
＞

ht
tp
:/
/k
oj
oc
ho
-j
uk
u.
w
eb
.n
it
ec
h.
ac
.j
p

名
古
屋
工
業
大
学
 工
場
長
養
成
塾

〒
4
6
6
-8
5
5
5
　
名
古
屋
市
昭
和
区
御
器
所
町
　
名
古
屋
工
業
大
学

0
5
2
-7
5
3
-7
3
4
1

事
前

審
査

（
１
日
）３
時
間

（
1
日
）2
時
間

工
場
見
学

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

実
践

（
1
2
日
）

6時
間
×
12
講
座
＝
72
時
間

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

（
2
日
）

7時
間
×
2講
座
＝
14
時
間

実
習

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム

平
成
3
0
年
度

第
1
2
回

女
性
リ
ー
ダ
ー
の
育
成
に
も
活
用
を！

（
実
践
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
時
）

1
グ
ル
ー
プ
4
名
少
人
数
制

■
募
集
対
象
/工
場
長
又
は
製
造
部
門
の
管
理
責
任
者
　
　
■
募
集
/3
2
社

大
垣
共
立
銀
行
・
西
尾
信
用
金
庫
・
岡
﨑
信
用
金
庫
・
愛
知
銀
行

協
 賛

経
済
産
業
省
中
部
経
済
産
業
局
・
愛
知
県
・
名
古
屋
市

後
 援

㈱
豊
田
自
動
織
機
・
㈱
デ
ン
ソ
ー
技
研
セ
ン
タ
ー

特
別
協
力

名
古
屋
市
立
大
学

共
 催

名
古
屋
工
業
大
学

主
 催

さ
ら
に
詳
し
い
情
報
は
W
eb
に
て
ご
覧
く
だ
さ
い

さ
ら
に
詳
し
い
情

工
場
長
養
成
塾

ご
覧
く
だ
さ
い

情
報
は
W
eb
に
て
ご

養
成
塾

検
索

111
ググ
ル

111
ググ
ル

経
営
中
核
人
材
育
成

プ
ロ
グ
ラ
ム

ゼ
ミ

人
数
制制制

人
数数
制制制制制製
造
中
核
人
材
育
成

プ
ロ
グ
ラ
ム

ゼ
ミ
・
実
習

実
践
・
工
場
見
学

113
名古屋工業大学「工場長養成塾」



経 営 中 核 人 材 育 成 プ ロ グ ラ ム

製
造
現
場
で
の
問
題
に
気
づ
く「
力
（
ち
か
ら
）」
を
養
い
、

自
ら
考
え
行
動
す
る
工
場
長
を
育
成
し
ま
す
。

「
気
づ
く
力
」と
「
考
え
行
動
す
る
力
」を
養
い
ま
す
。

「
実
習
」は
、8
社
１
グ
ル
ー
プ
で
実
施
し
ま
す
。

辻
本
　
治
　
、　
太
田
　
貢

名
古
屋
工
業
大
学

「
工
場
長
養
成
塾
」非
常
勤
講
師

ゼ
ミ
名

・４
社
で
１
グ
ル
ー
プ
を
編
成

 グ
ル
ー
プ
単
位
で
行
動
し
ま
す
。

各
グ
ル
ー
プ
に
チ
ュ
ー
タ
ー（
講
師
）１
名

チ
ュ
ー
タ
ー
陣

名
古
屋
工
業
大
学「
工
場
長
養
成
塾
」（
非
常
勤
講
師
）

・
浅
井
　
淳
司
　
　
・
稲
垣
　
寛
　
　
　
・
井
上
　
忠
裕

・
今
田
　
隆
　
　
　
・
太
田
　
昌
実
　
　
・
金
子
　
茂
博

・
鎌
田
　
一
男
   
　
・
児
嶋
　
辰
彦
　
　
・
小
高
　
和
廣

・
鈴
木
　
堅
弌
　
　
・
渡
辺
　
英
治

・グ
ル
ー
プ
の
企
業（
工
場
）を

 持
ち
回
り
で
訪
問

 各
企
業（
工
場
）を
３
回

 実
践
教
室
とし
て
使
用
し
ま
す
。

講
　
師

講
　
師

実
践
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
進
め
方

１ 日 目

製 造 中 核 人 材 育 成 プ ロ グ ラ ム

２ 日 目

・３
ム（
ム
リ・
ム
ラ・
ム
ダ
）の
気
づ
き
講
座

・
動
作
改
善
の
進
め
方
講
座

・
時
間
観
測
　
スト
ッ
プ
ウ
ォ
ッ
チ
を
使
用
す
る
実
習

・
模
擬
ラ
イ
ン（
手
組
み
ラ
イ
ン
）を
使
用
す
る
作
業
改
善
実
習

・グ
ル
ー
プ
発
表
～
ま
と
め

製 造 中 核 人 材 育 成 プ ロ グ ラ ム 経 営 中 核 人 材 育 成 プ ロ グ ラ ム

■
塾
生
コ
メ
ン
ト

工
場
長
養
成
塾
に
は
、現
場
管
理
の
基
本
を
学
び
た
く
て
参
加
し
ま
し
た
。塾
で
は

ゼ
ミ・
実
習
か
ら
工
場
の
あ
る
べ
き
姿
と
あ
る
べ
き
姿
を
実
現
す
る
た
め
の
具
体

的
な
方
法
を
学
ぶ
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。現
場
実
践
で
は
、２
S
の
視
点
で
現
場
の

問
題
に
気
づ
く
力
を
養
い
、２
S
の
考
え
方
で
現
場
改
善
を
行
い
ま
し
た
。塾
の
考

え
方
を
取
り
入
れ
た
レ
イ
ア
ウ
ト
変
更
は
大
変
で
し
た
が
、思
い
切
っ
て
や
っ
て
よ

か
っ
た
で
す
。と
こ
と
ん
２
S
を
行
う
こ
と
で
、現
場
が
わ
か
り
や
す
く
な
り
材
料
を

探
す
時
間
や
移
動
距
離
を
大
幅
に
短
縮
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。ま
た
他
社
の

現
場
改
善
に
も
携
わ
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
、自
社
以
外
の
事
例
を
体
験
で
き
た

こ
と
も
自
身
の
成
長
に
つ
な
が
り
ま
し
た
。工
場
長
養
成
塾
の
魅
力
は
、自
ら
現
場

の
問
題
を
発
見
し
、必
要
な
改
善
を
行
え
る
人
に
成
長
で
き
る
と
こ
ろ
だ
と
思
い
ま

す
。こ
の
半
年
間
で
得
た
製
造
体
質
強
化
に
必
要
な
知
識
と
塾
で
の
経
験
、人
と

の
出
会
い
は
今
後
の
自
分
に
と
っ
て
大
き
な
財
産
と
な
り
ま
し
た
。

株
式
会
社
イ
ト
ー

室
長

奥
田
　
浩
人

■
経
営
者
か
ら
の
コ
メ
ン
ト

当
社
は
㈱
伊
藤
彰
産
業
の
グ
ル
ー
プ
会
社
で
鋼
材
の
切
断・
加
工
販
売
を
し
て
い

る
会
社
で
す
。塾
で
は
、『
現
場
実
践
』と
そ
れ
を
指
導
す
る
チ
ュ
ー
タ
ー
の
連
携
に

よ
り
会
社
全
体
を
改
善
活
動
へ
と
導
き
結
果
を
出
し
て
行
き
ま
す
。ま
た
、名
古
屋

工
業
大
学
で
の
生
産
管
理
の
様
々
な
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
よ
っ
て
さ
ら
に
塾
生
を

成
長
さ
せ
ま
す
。彼
ら
が
会
社
の
色
々
な
問
題
に
気
づ
き
そ
れ
を
解
決
し
て
行
く
力

を
得
た
こ
と
で
今
後
も
っ
と
質
の
高
い
も
の
を
求
め
て
飛
躍
す
る
き
っ
か
に
な
っ
た

こ
と
が
当
社
に
と
っ
て
大
切
な
財
産
と
な
り
ま
し
た
。さ
ら
に
塾
生
が
改
善
活
動
を

す
る
に
あ
た
り
、一
緒
に
働
く
社
員
み
ん
な
を
巻
き
込
ん
で
、会
社
全
体
を
変
化
さ

せ
社
員
の
意
識
改
革
が
出
来
た
こ
と
も
貴
重
な
経
験
で
名
古
屋
工
業
大
学
様
に
は

本
当
に
感
謝
い
た
し
て
お
り
ま
す
。こ
の
大
変
有
意
義
な
時
間
と
経
験
を
今
後
に
活

か
し
て
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

株
式
会
社
イ
ト
ー

代
表
取
締
役

奥
田
　
み
ず
え

ゼ
ミ
、実
践
、実
習
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
を
通
し
て

ど
こ
の
現
場
に
も
共
通
す
る
問
題
に
気
づ
き
、

学
び
得
た
体
験
を
自
社
の
工
場
に
あ
て
は
め
、

問
題
の
発
見
能
力
を
高
め
る

「
気
づ
き
の
H
ow
  
T
o」
を
学
び
ま
す
。

卒
業
式

報
告
会

実
習

実
践

ゼ
ミ

入
塾
式

現
場
で
活
き
る
数
々
の
知
識
を
得
る

現
場
の
原
理
原
則
か
ら
、経
営
者
の
ビ
ジ
ネ
ス
感
覚
ま
で
を
学
び

な
が
ら
問
題
の
本
質
に
気
づ
く
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
で
す
。

ゼ
 ミ
　
6
6
時
間

自
分
の
目
で
参
考
ポ
イ
ン
ト
を
探
る

社
会
か
ら
高
い
評
価
を
得
て
い
る
企
業
ト
ッ
プ
の
話
と
見
学
か
ら

学
ぶ
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
で
す
。

工
場
見
学
　
2
時
間

経
営
の
立
場
で
モ
ノ
づ
く
り
を
考
え
る

名
古
屋
市
立
大
学
の
教
授
や
名
古
屋
工
業
大
学
の
客
員
教
授
と
金

融
機
関
の
講
師
陣
に
よ
る
経
営
幹
部
を
目
指
す
人
材
を
育
成
す
る

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
で
す
。ゼ
 ミ
　
1
8
時
間

生
産
管
理
ゼ
ミ

品
質
管
理
ゼ
ミ

気
づ
き
の
心
理
ゼ
ミ

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
マ
ネ
ジ
メ
ント
ゼ
ミ

ヒ
ュ
ー
マ
ン
エ
ラ
ー
ゼ
ミ

ビ
ジ
ネ
ス
ゲ
ー
ム
ゼ
ミ

工
場
長
基
本
ゼ
ミ

設
備
管
理
ゼ
ミ

経
済
性
工
学
ゼ
ミ

後
工
程
引
取
り
ゼ
ミ

特
別
ゼ
ミ

荒
川
　
雅
裕
　（
名
古
屋
工
業
大
学
　
教
　
授
）　
塾
長

仁
科
　
健
　
　（
愛
知
工
業
大
学
　
教
　
授
）

鷲
見
　
克
典
　（
名
古
屋
工
業
大
学
　
教
　
授
）

徳
丸
　
宜
穂
　（
名
古
屋
工
業
大
学
　
教
　
授
）

神
田
　
幸
治
　（
名
古
屋
工
業
大
学
　
准
教
授
）

田
中
　
宏
和
　（
静
　
岡
　
大
　
学
　
教
　
授
）

塚
本
　
兼
義
　（
名
古
屋
工
業
大
学
　
非
常
勤
講
師
）

萩
原
　
正
弥
　（
名
古
屋
工
業
大
学
　
教
　
授
）

小
島
　
貢
利
　（
名
古
屋
工
業
大
学
　
准
教
授
）

浅
井
　
淳
司
　（
名
古
屋
工
業
大
学
　
非
常
勤
講
師
）

卒
塾
生

「
ゼ
ミ
」は
、3
2
社
１
グ
ル
ー
プ
で
グ
ル
ー
プ
討
議
を
交
え
実
施
し
ま
す
。

ゼ
ミ
名

講
　
師

経
営
組
織

経
営
戦
略

原
価
企
画

人
材
育
成

自
社
の
財
務
諸
表
を
み
て
経
営
改
善
を

考
え
る（
１
）（
２
）

金
融
機
関
特
別
ゼ
ミ

河
合
　
篤
男
　（
名
古
屋
市
立
大
学
 
教
　
授
）

出
口
　
将
人
　（
名
古
屋
市
立
大
学
 
教
　
授
）

小
林
　
英
幸
　（
S
B
I大
学
院
大
学
 
教
　
授
）

今
枝
　
誠
　
　（
M
I人
財
開
発
研
究
所
 
代
　
表
）

足
立
　
直
樹
　（
名
古
屋
工
業
大
学
 
客
員
教
授
）

大
垣
共
立
銀
行
・
西
尾
信
用
金
庫

岡
﨑
信
用
金
庫
・
愛
知
銀
行

実
際
の
現
場
で
問
題
と
解
決
法
を
探
る

塾
生
の
工
場
を
教
室
に
使
用
す
る
こ
と
で
、自
社
の
現
場
で
の
実

践
を
通
じ
た
成
功
体
験
を
持
つ
た
め
の
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
で
す
。強
い

工
場
づ
く
り
に
つ
な
が
る
一
歩
を
踏
み
出
し
ま
す
。

実
 践

　
7
2
時
間

改
善
の
基
本
を
自
ら
の
手
で
習
得
す
る

模
擬
ラ
イ
ン
を
使
っ
て
、現
場
で
必
要
と
さ
れ
る
基
本
動
作
を
効
果

的
に
習
得
し
、動
作
改
善
、稼
働
率
向
上
な
ど
改
善
の
基
本
を
学
ぶ

カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
で
す
。実
 習

　
1
4
時
間

実
習
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
概
要

講
　
師

114
名古屋工業大学「工場長養成塾」



 

 

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

  
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

   

 

 
 

 

6
 

 
7

 
 

 
 

 
8-

9
 

 
10

 

 
 

   

 
 

（出典：岐阜県ＨＰ）
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「日本一の航空宇宙産業クラスター形式を目指す生産技術の人材育成・研究開発拠点」
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豊橋技術科学大学「データサイエンス実践コース」
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